
（平成２４年１月１２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 39 件

国民年金関係 8 件

厚生年金関係 31 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 51 件

国民年金関係 16 件

厚生年金関係 35 件

年金記録確認愛知地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



愛知国民年金 事案 3299 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年４月から 37 年１月までの期間及び

39年３月から 43年３月までの期間の国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 43年３月まで 

    私の経営する店にＡ市Ｂ区役所の職員が来て、「今、国民年金に加入すれ

ば、通常では保険料を納付できない期間も遡って全て納付できるから、加入

しなさい。厚生年金保険の記録があれば納付する金額が少なくなるので、社

会保険事務所（当時）で調べてもらいなさい。」と言われた。厚生年金保険

の記録を調べてもらいに社会保険事務所に行ったところ、職員に「厚生年金

保険の番号や期間が分からないと調べられない。」と冷たい言い方をされ、

結局は厚生年金保険の記録は分からなかったため、申立期間全ての保険料を

納付した。妻と一緒に保険料を納付していたので、妻の保険料と合わせて

20 万円ぐらいの金額を２、３回に分割して納付した。申立期間について、

国民年金保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間後については 60 歳に到達する前月である平成６年＊月

までの長期間にわたり、国民年金保険料の未納は無いことから、保険料の納付

意識は高かったものと考えられる。 

また、申立人は、Ａ市Ｂ区役所の職員に、「今、国民年金に加入すれば、通

常では保険料を納付できない期間も遡って全て納付できるから、加入しなさ

い。」と言われ、国民年金の加入手続を行い、申立期間の保険料を納付したと

しているところ、国民年金手帳払出控によると、申立人の国民年金手帳記号番

号は昭和 50年 10月頃に払い出されていることから、この頃に申立人の国民年

金加入手続が行われたとみられる。この加入手続時期は第２回特例納付実施期

間（49 年１月から 50 年 12 月まで）中であり、この手続において申立人は強



制加入被保険者として国民年金制度発足時である 36 年４月まで遡って資格取

得していることから、当該特例納付制度を利用することにより、申立期間の保

険料を納付することは可能であった（なお、現在、申立期間のうち、37 年２

月から 39 年２月までは厚生年金保険被保険者期間とされているが、これは平

成５年 10 月に訂正されたものであることから、当時、申立期間は全て国民年

金被保険者期間であった。）。 

さらに、申立人は、保険料についてはＡ市Ｂ区役所職員から高額になるので、

分割納付を勧められ、妻の保険料と合わせて 20 万円ぐらいの金額を２、３回

に分割して納付したとしているところ、国民年金被保険者台帳（マイクロフィ

ルム）によると、ⅰ）昭和 50 年 11 月に、妻の昭和 39 年度、46 年度及び 47

年度の保険料が特例納付されていること、ⅱ）50年 12月に、申立人自身の 43

年度から 47年度までの保険料が特例納付され、申立人及びその妻の 48年度の

保険料が過年度納付されていること、ⅲ）51 年２月に、申立人及びその妻の

49 年度の保険料が過年度納付されていることが確認でき、これらの保険料の

合計額 12 万 4,500 円に申立期間の保険料７万 5,600 円を加えると 20 万 100

円となり、申立人の主張する納付額とおおむね一致している。 

加えて、Ａ市では、当時区役所で特例納付及び過年度保険料の納付書を発行

していたとしており、これらの保険料を銀行で納付することは可能であったこ

とから、同市Ｂ区役所職員から渡された納付書で店に来る銀行員を通じて保険

料を納付したとする申立人の主張に不自然さはない。 

しかしながら、申立人は、申立期間のうち、昭和 37年２月から 39年２月ま

での期間については、厚生年金保険被保険者であるため、国民年金の被保険者

となり得る期間ではないことは明らかであることから、この期間の記録訂正を

行うことはできない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 36年４月から 37年１月までの期間及び 39年３月から 43年３月までの期間

の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



愛知国民年金 事案 3300 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年９月及び７年１月から同年３月までの期間の国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成６年９月 

             ② 平成７年１月から同年３月まで 

    私の婚姻（平成８年２月）を契機に、母親がＡ市役所で私の国民年金の加

入手続を行った。母親はその後どのように納付したかはっきり覚えていない

が、それまで未納とされていた国民年金保険料を全て納付してくれたはずだ。

申立期間の保険料を納付したことを示す資料は無いが、申立期間の保険料が

未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は合計しても４か月と短期間である上、申立人の国民年金保険料を

納付したとする母親は、昭和 48 年 12 月に国民年金に任意加入し、60 歳まで

の国民年金加入期間（第３号被保険者期間を除く。）は全て納付済みとされて

いることから、保険料の納付意識は高かったことがうかがわれる。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の

国民年金手帳記号番号は、平成８年４月 22 日にＡ市で払い出されており、申

立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない

ことから、この頃に初めて申立人の国民年金加入手続が行われ、その手続の際

に、資格取得日を遡って６年＊月＊日（20 歳到達時）とする事務処理が行わ

れたものとみられる。この加入手続時期を基準とすると、申立期間は過年度納

付することが可能であった。 

さらに、母親は未納期間を全て遡って納付したとしているところ、Ａ市の国

民年金被保険者名簿を見ると、平成６年 10月から同年 12月までの保険料は８

年 11月 13日に、７年４月から８年３月までの保険料は同年８月 22日に過年



度納付されていることが確認できることから、前述のとおり保険料の納付意識

の高かった母親が過年度納付することが可能であった申立期間の保険料を納

付したと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



愛知国民年金 事案 3301 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成８年４月から９年３月までの国民年金保険料については、免除

されていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年４月から９年３月まで 

    私は、20 歳になった平成６年＊月にＡ市役所Ｂ出張所で国民年金の加入

手続を行い、学生で収入が無かったため、国民年金保険料の免除申請手続を

行った。学生であった期間は免除申請の手続を行っており、平成６年度及び

７年度は申請免除期間とされている。申立期間が申請免除されていたことを

示す資料は無いが、申請免除とされていないことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自身で国民年金の加入手続及び保険料の免除申請を行ったとして

おり、オンライン記録及び国民年金被保険者名簿によれば、申立期間前の平成

６年＊月(20 歳到達時)から７年３月までの期間及び同年４月から８年３月ま

での期間は、それぞれ６年６月及び７年５月に保険料の免除申請が行われてい

ることから、申立人は保険料の免除申請の手続を加入手続時に速やかに行い、

かつ、翌年度も適切に行っていたとみられ、申請免除制度に対する関心は高か

ったことがうかがわれる。 

また、申立人は、上記のとおり、申立期間の前年度及び前々年度においてＡ

市役所Ｂ出張所で免除申請を行い、これに係る承認を受けている上、学生であ

った期間は免除申請を行い、申立期間についても同出張所で免除申請を行った

としていることから、年度ごとに免除申請を行う必要性を認識していたものと

思われ、申請免除制度に対する関心が高かった申立人は、申立期間についても

前年度までと同様に免除申請を行っていたと考えても不自然ではない。 

さらに、申立人は、平成５年４月から９年３月までの期間は学生であったと

しており、父親は、６年＊月に死亡し、同年６月からの免除承認後の生活状況

に変化は見当たらないことから、申立期間について、免除申請が承認されなか

ったことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を免除されていたものと認められる。



愛知国民年金 事案 3302 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年７月から 47年３月までの期間、50年７月から 51年３月

までの期間、52 年７月から 54 年３月までの期間及び 56 年４月から同年６月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められること

から、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44年７月から 45年３月まで 

             ② 昭和 45年４月から 47年３月まで 

             ③ 昭和 50年７月から 51年３月まで 

             ④ 昭和 52年７月から 54年３月まで 

             ⑤ 昭和 56年４月から同 年６月まで 

    私が 20 歳になった頃、母親が私の国民年金の加入手続をしてくれたと思

う。国民年金保険料は、母親に納付書を渡して納付してもらい、母親が亡く

なる前まで納付してくれていた。私は、納付時期、納付金額及び納付方法の

覚えは無いが、20歳から納めているという話を母親から聞いた覚えがある。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間において保険料の未納は無い上、

申立人の加入手続及び申立期間の保険料を納付したとする母親は、国民年金制

度発足当初から 60 歳到達の前月までの国民年金加入期間は全て納付済みとさ

れていることから、母親の保険料の納付意識は高かったことがうかがわれる。 

また、申立期間①については、申立人は、申立期間の国民年金保険料は、母

親が行っていたとしており、その母親は既に死亡していることから、当時の状

況については不明であるが、Ａ市が保管する申立人の国民年金被保険者記録票

を見ると、申立期間①は納付と記載されていることが確認できることから、申

立期間①については、納付されていたものと推認される。 

さらに、申立期間②については、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号



払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 47年６月 24日にＢ

市Ｃ区で払い出されていることから、この手帳記号番号払出時期を基準とする

と、申立期間②の保険料は過年度納付することが可能であった。申立人の納付

記録を見ると、昭和 49 年度の保険料が過年度納付されていることが確認でき

ることから、前述のとおり、納付意識の高かった母親が申立期間②の保険料を

過年度納付したと考えても不自然ではない。 

加えて、申立期間③、④及び⑤については、ⅰ）申立人は、申立期間当時、

家業も順調で生活状況にも特に変化は無かったとしていること、ⅱ）国民年金

被保険者台帳によると、申立人は、昭和 51年１月 17日にＢ市Ｄ区から同市Ｃ

区の実家に住所変更していることが確認できるほか、申立期間③前後の期間の

保険料は納付済みとされていること、ⅲ）公簿及び国民年金被保険者台帳によ

ると、母親及び申立人は、Ａ市にそれぞれ 53年２月 15日、同年４月５日に住

所変更を行い一緒に居住していたことが確認できることから、申立人が住所変

更を行った日を基準とすると、申立期間④の保険料を現年度納付することは可

能であったこと、ⅳ）申立人は、申立期間⑤前後の期間の保険料は納付済みと

されていることから、前述のとおり、納付意識の高かった母親が申立期間③、

④及び⑤の保険料を納付したと考えても不自然ではない。 

このほか、国民年金被保険者台帳によると、申立人は、Ａ市に昭和 53 年４

月５日に住所変更を行っていることが確認できる。同台帳及びオンライン記録

では、申立期間を除き全て納付済みとされているものの、住所変更後の同市が

保管していた申立人の国民年金被保険者記録票を見ると、申立期間②の 45 年

４月から申立期間⑤後の 63 年３月までの期間の納付記録が記載されていない

ことが確認できることから、申立人に係る納付記録の管理が不適切であった状

況がうかがわれる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



愛知国民年金 事案 3303 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37年 12月から 38年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年 12月から 38年３月まで 

    私が 20 歳になった頃、住み込みで働いていた会社の事業主が私の国民年

金の加入手続を行ってくれた。申立期間の保険料は、当時、一緒に住み込み

で働いていた同僚も私と同様に給料から事業主が国民年金保険料を天引き

して納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は４か月と短期間である上、申立人は、申立期間を除く国民年金加

入期間において保険料の未納は無い。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の

国民年金手帳記号番号は、昭和 38年 10月 30日にＡ市で事業主と一緒に払い

出されていることから、その頃に事業主が申立人の国民年金加入手続を行った

とみられ、この加入手続の際に、資格取得日を遡って 37年＊月＊日（20歳到

達時）とする事務処理が行われたものとみられる。この手帳記号番号払出時期

を基準とすると、申立期間の保険料は過年度納付することは可能であった。 

さらに、申立人は、事業主宅に住み込みで働き、事業主が申立人の国民年金

の加入手続を行い、申立期間の保険料は、給料から天引きして納付してくれて

いたとしているところ、Ａ市の申立人の国民年金被保険者名簿の住所欄には、

住み込みで働いていたとする会社の所在地と同じ住所が記載され、備考欄には

方書として事業主の氏名が記載されていることから、事業主宅に住んでいたこ

とが推認できる上、これらを行ったとする事業主の納付記録を見ると、申立期

間を含む国民年金制度発足当初の昭和 36 年４月から 60 歳到達の前月である



47 年＊月までの国民年金加入期間は全て納付済みとされていることから、事

業主の保険料の納付意識は高かったものと思われ、事業主が申立期間の保険料

を申立人の分と一緒に過年度納付したと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



愛知国民年金 事案 3304 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年７月から同年９月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年４月から 52年９月まで 

    私が大学を卒業（昭和 48 年３月）した同年４月頃、Ａ市Ｂ区役所で母親

が私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料も納付してくれていた。

申立期間の保険料を納付していたことを示す資料は無く詳細は覚えていな

いが、申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間に保険料の未納は無い。 

また、オンライン記録及び国民年金受付処理簿によると、申立人の国民年金

加入手続は、申立人の国民年金手帳記号番号前後の任意加入被保険者の資格取

得状況から、昭和 54 年９月頃にＡ市Ｂ区で行われ、この加入手続の際に、資

格取得日を遡って 48 年４月１日（大学卒業時）とする事務処理が行われたも

のとみられる。この加入手続時期を基準とすると、申立期間のうち、52 年７

月から同年９月までの保険料は過年度納付することが可能であった。 

さらに、申立人の納付記録を見ると、申立期間直後の昭和 52 年 10 月から

54年３月までの保険料は過年度納付されていることが確認できる。このため、

加入手続時点において、過年度納付することが可能であった申立期間のうち、

52 年７月から同年９月までの保険料についても同様に、母親が過年度納付し

ていたと考えても不自然ではない。 

一方、前述の申立人の加入手続時期を基準とすると、申立期間のうち、昭和

48年４月から 52年６月までの期間については、時効により保険料を納付する

ことはできなかったものとみられる。 

また、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当



たらない上、母親が申立期間のうち、昭和 48年４月から 52年６月までの保険

料を納付していたことを示す関連資料（家計簿等）は無く、ほかに当該期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 52 年７月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 

 



愛知国民年金 事案 3305 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 58年４月から 59年６月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年２月から 59年６月まで 

    申立期間当時はＡ市に住んでおり、保険料を未納にしていた。昭和 60 年

に結婚してＢ市に転居する前に、Ａ市役所で男性職員に、Ｂ市の住所に未納

分の納付書を送付するから必ず納付するようにと厳しく言われた。同市に転

居後１年ぐらいの間に、納付書が何度か届き、届いた納付書は全て納付した

ので、申立期間の保険料は納付済みのはずである。納付回数や納付金額等の

詳しいことは覚えていないが、申立期間の保険料が未納とされていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ市からＢ市に転居した後に、納付書が何度か届き、届いた納付

書は全て納付したので、申立期間の国民年金保険料は納付済みのはずであると

しているところ、申立人が所持する年金手帳の変更後の住所欄を見ると、昭和

60年７月 21日にＡ市からＢ市に住所変更手続を行ったことが確認できる。こ

の住所変更手続時期を基準とすると、申立期間のうち、58年４月から 59年６

月までの保険料は過年度納付することが可能であった。 

また、オンライン記録及びＢ市の国民年金被保険者名簿によると、昭和 62

年２月 10 日に社会保険事務所（当時）から申立人に対して納付書が作成・交

付されていること、及び申立人は、申立期間直後の 59年７月から 60年３月ま

での国民年金保険料を過年度納付し、59 年７月以降の国民年金加入期間（第

３号被保険者期間を除く。）において、保険料の未納は無いことが確認できる

ことから、申立人は、同市に転居後、保険料の未納期間が生じないように努め

ていたことがうかがわれるほか、同市では、区役所の窓口で過年度納付書を交



付していたとしている。このため、同様に過年度納付することが可能であった

申立期間のうち、58年４月から 59年６月までの保険料についても、申立人が

送付されてきた納付書により納付したと考えても不自然ではない。 

一方、前述の住所変更手続時期を基準とすると、申立期間のうち、昭和 57

年２月から 58 年３月までは、時効により国民年金保険料を納付することはで

きない。 

また、申立人が申立期間のうち、昭和 57年２月から 58年３月までの国民年

金保険料を納付していたことを示す関連資料（確定申告書、家計簿等）は無く、

ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和58年４月から59年６月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 

 



愛知国民年金 事案 3318 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 55 年１月から同年６月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年３月から 55年６月まで 

    兄が私の国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料について

は、私か兄が納付した。 

保険料の納付の事実が確認できるものは何も無いが、申立期間について、

保険料の納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は国民年金加入期間において、申立期間を除き、保険料の未納は無い。 

また、申立人は、保険料の前納制度を複数回にわたり利用している上、申立

人の国民年金の加入手続及び申立期間の保険料の納付を行ったとする兄も、20

歳に到達した昭和37年＊月から平成14年２月までの長期間にわたり未納は無

いことから、申立人及びその兄は、年金制度への関心及び保険料の納付意識は

高かったことがうかがわれる。 

さらに、国民年金受付処理簿によれば、申立人の国民年金加入手続は昭和

57年２月頃にＡ市で行われ、この加入手続の際に、申立人が 20歳に到達した

46 年＊月まで遡って国民年金に加入する事務処理が行われたものとみられる。

この加入手続時点を基準とすると、申立期間のうち、55 年１月から同年６月

までの保険料については、過年度納付することが可能であった。 

加えて、申立人の国民年金被保険者台帳（マイクロフィルム）によれば、申

立期間の直後である昭和55年７月から56年３月までの保険料が過年度納付さ

れていることが確認できることから、加入手続時点において過年度納付するこ

とが可能であった申立期間のうち、55 年１月から同年６月までの保険料につ

いても、前述のとおり、年金制度への関心及び保険料の納付意識が高かった申



立人又は兄が過年度納付したと考えても不自然ではない。 

しかしながら、申立期間のうち、昭和 46年３月から 54年 12月までの保険

料については、上記国民年金加入手続時点において、既に時効が成立しており、

納付することができなかったと考えられる。 

また、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当

たらない上、申立人又は兄が申立期間のうち、昭和 46年３月から 54年 12月

までの保険料を納付していたことを示す関連資料（確定申告書、家計簿等）は

無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 55 年１月から同年６月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 

 



愛知厚生年金 事案6922 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社本社における資格喪失

日に係る記録を昭和36年６月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を２万

6,000円とすることが必要である。 

また、申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における

資格喪失日に係る記録を昭和37年２月21日に訂正し、当該期間の標準報酬月

額を２万8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①及び②の厚生年金保険料を納付す

る義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和36年５月１日から同年６月１日まで 

             ② 昭和36年12月１日から37年２月21日まで 

私は、昭和25年５月から43年２月まで継続してＡ社に勤務したが、申立

期間の厚生年金保険の記録が無いので厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、雇用保険の記録及びＡ社Ｃ支店に勤務していた同僚

の証言から判断すると、申立人は、同社本社及び同社Ｃ支店に継続して勤務

し（厚生年金保険被保険者記録上は、同社本社から同社Ｂ支店に異動。）、当

該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

なお、申立人の異動日について確認できる資料等は無く、オンライン記録

によると、当該異動後の勤務先であるＡ社Ｃ支店（上記のとおり、厚生年金

保険の記録上は同社Ｂ支店）は、申立期間①において厚生年金保険の適用事

業所となっていないものの、Ａ社は、「Ｂ支店が適用事業所となった昭和36年



６月１日以前の期間については、申立人を本社において厚生年金保険に加入

させていたと考えられる。」と回答していることから、当該期間については、

申立人のＡ社本社における資格喪失日に係る記録を訂正することが妥当であ

る。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社本社における

健康保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和36年４月の記録から、２万6,000円

とすることが妥当である。 

申立期間②について、雇用保険の記録及びＡ社Ｃ支店に勤務していた同僚

の証言から判断すると、申立人は、同社同支店及び同社Ｄ支店に継続して勤

務し（厚生年金保険被保険者記録上は、同社Ｂ支店から同社本社に異動。）、

当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

なお、申立人の異動日については、前述の同僚が「申立人は、昭和37年２

月か３月頃にＡ社Ｃ支店から同社Ｄ支店に転勤した。」と証言していることか

ら、申立期間②については、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に係る

記録を訂正することが妥当である。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店におけ

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和36年11月の記録から、２万8,000

円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間①及び②に係る保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、事業主は不明としており、これを確認できる関

連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に行った否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 



愛知厚生年金 事案6923 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成５年６月１日から７年10月１日までの期間について、

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、５年６月から

同年９月までは50万円、同年10月から７年９月までは53万円であったことが

認められることから、申立人の当該期間に係る標準報酬月額の記録を訂正す

ることが必要である。 

また、申立人の標準報酬月額に係る記録については、申立期間のうち、平

成５年９月は53万円、８年９月及び同年11月は９万8,000円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主が申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認めら

れる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和26年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年６月から10年１月まで 

ねんきん定期便により、申立期間の標準報酬月額が間違っていることが

分かったので、適正な標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、平成５年６月から７年９月までの期間について、オン

ライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、当初、５年６月から同年

９月までは50万円、同年10月から７年６月までは53万円と記録されていた

ところ、同年７月４日付けで、５年６月から６年10月までは８万円、同年

11月から７年６月までは９万2,000円に遡及して引き下げられ、その後、同

額で継続していることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、Ａ社の代表取締役（事業主）及び同僚

二人についても、申立人と同様に平成７年７月４日付けで、標準報酬月額

が遡及して引き下げられていることが確認できる。 



しかしながら、申立人は、「申立期間当時、仕事の内容や勤務時間が変

わったことは無く、給与支給額が減額されたことも無い。」と主張してい

るところ、当該遡及訂正処理について、当時の厚生年金保険事務担当者は、

「当時、社会保険料を滞納していたので、社長の指示で遡及訂正処理を行

ったが、そのことは従業員に説明していなかった。」と証言していること

から、当該遡及訂正処理は、申立人の給与実態に即した処理ではなかった

ことがうかがえる。 

また、滞納処分票により、当該遡及訂正処理が行われた平成７年７月当

時、Ａ社が厚生年金保険料を滞納していたことが確認できる。 

なお、商業登記簿によると、申立人は、当該遡及訂正処理当時、Ａ社の

取締役であったことが確認できるものの、申立人の職務内容に係る主張及

び上記の厚生年金保険事務担当者の証言から判断して、申立人は、同社に

おいて製造部長の職にあり、主に部品作りに従事していたことが認められ

ることから、当該遡及訂正処理には関与していないものと判断される。 

これらを総合的に判断すると、平成７年７月４日付けで行われた遡及訂

正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について、５年６月１日

に遡って標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由があったとは認めら

れないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認めら

れない。 

したがって、申立人の申立期間のうち、平成５年６月から７年９月まで

の期間に係る標準報酬月額については、５年６月から同年９月までは50万

円、同年10月から７年９月までは53万円に訂正することが必要である。 

２ 申立期間のうち、平成５年９月、８年９月及び同年11月について、申立

人から提出された給与支給明細書によると、申立人は、当該期間において、

44万円から53万円の標準報酬月額に見合う総支給額が支給され、９万8,000

円から53万円の標準報酬月額に見合う厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、こ

れに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除し

ていたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標

準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、給与支給明細書にお

いて確認できる保険料控除額から、平成５年９月は53万円、８年９月及び

同年11月は９万8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間のうち、平成５年９月、８年９月及び

同年11月に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事業



主は、当時の資料が無く不明と回答しており、ほかに確認できる関連資料

及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことか

ら、行ったとは認められない。 

３ 一方、申立期間のうち、平成７年10月、同年12月、８年１月、同年４月、

同年８月、同年10月及び10年１月については、申立人から提出された給与

支給明細書により、当該期間の保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オ

ンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できることから、

特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

申立期間のうち、平成７年11月、８年２月、同年３月、同年５月から同

年７月までの期間及び８年12月から９年12月までの期間については、申立

人は、給与支給明細書等の保険料控除が確認できる資料を所持しておらず、

Ａ社は、申立期間当時の資料は無く、当時の厚生年金保険の取扱いについ

ては不明と回答していることから、申立人の当該期間に係る給与額及び保

険料控除額について確認できない。 

また、申立人が名前を挙げた複数の同僚及び申立期間にＡ社において厚

生年金保険被保険者記録が認められる同僚は、「給与から控除された厚生年

金保険料は、記録された標準報酬月額に見合った額だったと思う。」、「当時

の厚生年金保険の取扱いについては、よく分からない。」と回答していると

ころ、同僚の一人から提出された平成７年10月から10年１月までの期間の

給与支給明細書によると、当該同僚は、おおむねオンライン記録の標準報

酬月額に見合う厚生年金保険料を給与から控除されていることが確認でき

る。 

さらに、オンライン記録でも、申立人の当該期間に係る標準報酬月額に

遡及して訂正された形跡は認められない。 

このほか、当該期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、   

申立人が当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6924 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、平成11年８月

から12年７月までは41万円、13年１月から18年８月までは44万円に訂正する

必要がある。 

なお、事業主が申立期間のうち、平成11年８月から12年７月までの期間に

係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、明らかでないと認められる。 

一方、事業主は、申立期間のうち、平成13年１月から18年８月までの期間

に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと

認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和29年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成10年６月から21年３月まで 

申立期間の標準報酬月額が給与明細書の額よりも低い額になっているの

で、適正な記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成11年９月、13年２月から同年９月までの期間、14年

５月、同年６月、16年１月から同年３月までの期間、同年10月から17年２月

までの期間、同年８月、18年２月及び同年４月から同年８月までの期間につ

いては、申立人から提出された給与明細書により、申立人は、44万円又は47

万円の標準報酬月額に見合う給与を支給され、41万円又は44万円の標準報酬

月額に見合う厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」と言う。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに

基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた



と認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月

額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、申立人の給与明細書に

より確認できる保険料控除額から、平成11年９月は41万円、13年２月から同

年９月までの期間、14年５月、同年６月、16年１月から同年３月までの期間、

同年10月から17年２月までの期間、同年８月、18年２月及び同年４月から同

年８月までの期間は44万円とすることが妥当である。 

申立期間のうち、平成11年８月、同年10月から12年７月までの期間、13年

１月、同年10月から14年４月までの期間、同年７月から15年12月までの期間、

16年４月から同年９月までの期間、17年３月から同年７月までの期間、同年

９月から18年１月までの期間及び同年３月については、申立人から提出され

た源泉徴収票、上述の前後の期間に係る給与額及び保険料控除額の状況並び

に預金通帳において確認できる給与支給額から判断すると、申立人は、11年

８月及び同年10月から12年７月までの期間は41万円、13年１月、同年10月か

ら14年４月までの期間、同年７月から15年12月までの期間、16年４月から同

年９月までの期間、17年３月から同年７月までの期間、同年９月から18年１

月までの期間及び同年３月は44万円の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが推認できる。 

一方、申立期間のうち、平成12年８月から同年12月までの期間及び18年９

月から21年３月までの期間については、申立人から提出された給与明細書等

によると、当該期間に係る厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、

オンライン記録の標準報酬月額を超えないことから、特例法による保険給付

の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

なお、申立期間のうち、平成11年８月から12年７月までの期間に係る厚生

年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、当時の資

料が無く不明としており、ほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いこ

とから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち、平成13年１月から18年８月までの期間に係る厚生

年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、当時の資

料が無く不明としているが、給与明細書及び源泉徴収票において確認又は推

認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額と、オンライン記録の標準報酬

月額が長期にわたり一致していないことから、事業主は、給与明細書及び源

泉徴収票において確認又は推認できる保険料控除額に見合う報酬月額を届け



出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

申立期間のうち、平成10年６月から11年７月までの期間については、申立

人は、当該期間に係る給与明細書等を所持しておらず、Ａ社は、「申立期間当

時の資料が無いため、当時のことは分からない。」と証言していることから、

当該期間における申立人の給与額及び保険料控除額について確認できない。 

このほか、当該期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6925 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主

張する標準報酬月額(26万円)であったと認められることから、申立人の申立

期間③に係る標準報酬月額の記録を26万円に訂正することが必要である。 

また、申立人は、申立期間①及び②について、その主張する標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を、申立期間①は22万

円、申立期間②は26万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

たか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成８年４月から同年９月まで 

             ② 平成10年２月から同年９月まで 

             ③ 平成10年11月から11年４月まで 

申立期間において、記録されている標準報酬月額以上の給与の支給と、

保険料を控除されていたことが給与支払明細書で確認できるので、記録を

訂正してほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間③について、オンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、

当初、平成10年11月から11年３月まで26万円と記録されていたところ、同年

４月30日付けで、10年11月１日に遡って９万8,000円に引き下げられ、申立人

の被保険者資格喪失日（同年５月１日）まで継続していることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、Ａ社の同僚７人の標準報酬月額について

も、申立人と同様に平成11年４月30日付けで、10年11月１日に遡って９万

8,000円に引き下げられていることが確認できる。 

しかし、申立人から提出された給与支払明細書により、申立人は、当該期



間において当該引下げ前の標準報酬月額（26万円）に見合う給与を事業主に

より支給されていたことが確認できる。 

また、複数の同僚は、｢平成10年末頃から、業績不振を理由に給料の遅配が

度々あった。会社の経営が苦しいことは、従業員には周知の事実だった。｣と

証言している上、元事業主は、｢申立期間③当時、厚生年金保険料を滞納して

おり、当時の社会保険事務所と相談した上で、従業員の標準報酬月額を下げ

る届出を行った。｣と証言している。 

これらを総合的に判断すると、平成11年４月30日付けで行われた標準報酬

月額の遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について10年

11月１日まで遡って標準報酬月額の当該遡及訂正処理を行う合理的な理由は

無く、有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の申立期

間③に係る標準報酬月額については、26万円に訂正することが必要である。 

申立期間①及び②について、申立人から提出された給与支払明細書により、

申立人は、当該期間において、その主張する標準報酬月額(申立期間①は22万

円、申立期間②は26万円)に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

なお、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、元事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資

料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行ったか否

かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行

ったとは認められない。



愛知厚生年金 事案6926 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①及び②の標準賞与額に係る記録については、申立期間

①は34万4,000円、申立期間②は34万3,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和58年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成19年12月25日 

             ② 平成20年12月25日 

申立期間について賞与が支給され、賞与明細書により、賞与支給額と厚

生年金保険料の控除額が確認できるので、標準賞与額の記録を訂正してほ

しい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間①において、

その主張する標準賞与額（34万4,000円）に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立人から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間②に

おいて、35万1,000円の賞与が支給され、34万3,000円の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間②の標準賞与額については、賞与明細書において確

認できる保険料控除額から、34万3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の事業主による納

付義務の履行については、事業主は、当該期間の賞与支給に係る届出を社会

保険事務所（当時）に行っていないことを認めていることから、社会保険事

務所は、当該期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。



愛知厚生年金 事案6927 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立期間の標準賞与額に係る記録を50万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和52年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成19年７月31日 

申立期間に係る賞与の記録が欠落しているので、記録の訂正をしてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間において、

その主張する標準賞与額（50万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関係資料及び周辺

事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 



愛知厚生年金 事案6928 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①について、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社に

おける資格取得日に係る記録を平成８年６月26日に訂正し、当該期間の標準

報酬月額を26万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立期間②のうち、平成８年７月１日から９年７月１日までの期間

について、申立人の当該期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結

果、32万円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第75条本文の規定

に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、訂正前の

18万円とされているが、申立人は、当該期間のうち、８年７月から同年９月

までは26万円、同年10月から９年６月までは24万円の標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められるこ

とから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の

特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の当該期間

の標準報酬月額に係る記録を、８年７月から同年９月までは26万円、同年10

月から９年６月までは24万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和30年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成８年６月26日から同年７月１日まで 

             ② 平成８年７月から９年７月まで 

             ③ 平成10年８月から19年８月まで 

申立期間①について、平成８年６月分の厚生年金保険料をＡ社が支給し

た給与から控除されているが、厚生年金保険の記録は同年７月からとなっ

ている。当該期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。



また、申立期間②及び③について、同社勤務時の標準報酬月額の記録が、

当時支給されていた給与に比べて著しく低い。当該期間について、標準報

酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人から提出された給与支給明細書及び雇用保険

の記録により、申立人は、当該期間においてＡ社に勤務し、当該期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

ただし、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲

内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定する

こととなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、上記の給与支給明細書

において確認できる保険料控除額から、26万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、Ａ社は平成22年９月１日に厚生年金保険の適用事業所

ではなくなっており、元事業主からは回答が得られず、ほかに確認できる関

連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。 

申立期間②のうち、平成８年７月から９年６月までの期間について、オン

ライン記録によると、申立人の当該期間における標準報酬月額は、当初、18

万円と記録されていたが、当該期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅

した後の23年１月に18万円から32万円に訂正されているところ、厚生年金保

険法第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、

当該訂正後の標準報酬月額（32万円）ではなく、当初記録されていた標準報

酬月額（18万円）となっている。 

しかし、申立人から提出された給与支給明細書により、申立人は、当該期

間において、その主張する32万円から38万円までの標準報酬月額に見合う給

与を支給されていたことが確認できる。 

ただし、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲

内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定する

こととなる。 



したがって、当該期間の標準報酬月額については、上記の給与支給明細書

において確認できる保険料控除額から、平成８年７月から同年９月までは26

万円、同年10月から９年６月までは24万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る平成８年７月から９年６月までの保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、当該保険料を徴収する権利が時効

により消滅した後に、事業主が当該期間当時に事務手続を誤ったとして訂正

の届出を行っていることから、社会保険事務所は、申立人に係る当該期間の

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）について納

入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

一方、申立期間②のうち、平成９年７月及び申立期間③については、申立

人から提出された給与支給明細書及び平成16年度から19年度までの賃金台帳

において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額が、オンライン記録

の標準報酬月額と一致していることから、特例法による保険給付の対象に当

たらないため、あっせんは行わない。 



愛知厚生年金 事案6929 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、平成４年12月か

ら６年10月までは41万円、同年11月から７年８月までは36万円、同年９月及

び同年10月は41万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和36年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年12月から７年10月まで 

Ａ社では、給与を毎月40万円もらっていたが、ねんきん定期便の記録で

は、申立期間の標準報酬月額が26万円から30万円となっている。申立期間

について、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された平成６年度住民税通知書、平成６年分及び７年分給

与所得の源泉徴収票並びに同年８月分及び同年９月分給与明細書により、申

立人は、申立期間において、オンライン記録の標準報酬月額よりも高額の給

与が支給され、オンライン記録の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料より

も高額の保険料を給与から控除されていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、上記の給与明細書等に

おいて確認できる給与額又は保険料控除額から、平成４年12月から６年10月

までは41万円、同年11月から７年８月までは36万円、同年９月及び同年10月

は41万円とすることが妥当である。 



なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、上

記の給与明細書等において確認できる給与額又は保険料控除額に見合う標準

報酬月額と、オンライン記録における標準報酬月額が長期間にわたり一致し

ていないことから、事業主は、上記の給与明細書等において確認できる給与

額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額を届け出ておらず、その結果、社

会保険事務所（当時）は、当該標準報酬月額に基づく保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料（訂正前の標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。



愛知厚生年金 事案6930 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主

張する標準報酬月額（56万円）であったと認められることから、申立人の申

立期間に係る標準報酬月額の記録を56万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成13年10月から14年９月まで 

厚生年金保険の記録を確認したところ、申立期間の標準報酬月額が急激

に低くなっていることが分かった。給与支払明細書で確認できる保険料控

除額は、前の期間と大きな変化は無い。申立期間について、標準報酬月額

の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、平成

13年10月の定時決定時において９万8,000円とされていることが確認できる。 

しかし、申立人から提出されたＡ社の給与支払明細書により、申立人は、

申立期間において、その主張する標準報酬月額（56万円）に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていることが確認できる。 

また、Ａ社が加入しているＢ厚生年金基金から提出された健康保険厚生年

金保険被保険者報酬月額算定基礎届の写しによると、申立人の標準報酬月額

は、平成13年10月の定時決定において56万円とされていたことが確認できる

上、同基金は、申立期間における申立人の標準報酬月額は56万円であると回

答している。 

さらに、Ａ社は、「申立期間当時、算定基礎届は、複写式の用紙を使用して

作成していた。社会保険事務所には、厚生年金基金及び健康保険組合と同一

内容のものを提出していたので、オンライン記録と厚生年金基金及び健康保

険組合の記録は一致するはずである。」と回答している。 

加えて、Ａ社が加入しているＣ健康保険組合も、申立期間における申立人

の標準報酬月額は56万円であると回答している。 

これらを総合的に判断すると、事業主が社会保険事務所に届け出た申立期

間に係る標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額（56万円）であっ

たと認められる。



愛知厚生年金 事案6931 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準賞与額の記録については、申立期間①は6,000円、申立期間②

及び③は15万円、申立期間④は17万5,000円、申立期間⑤は18万5,000円、申

立期間⑥は20万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成15年７月31日 

             ② 平成16年２月２日 

             ③ 平成16年８月５日 

             ④ 平成19年６月29日 

             ⑤ 平成19年12月20日 

  ⑥ 平成20年７月４日 

申立期間において、Ａ社から賞与を支給されているが、当該賞与に係る

年金記録が無い。賞与から厚生年金保険料が控除されていたので、標準賞

与額の記録を訂正（追加）してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において賞与が

支給され、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、上記賃金台帳において確

認できる保険料控除額から、申立期間①は6,000円とし、上記賃金台帳におい



て確認できる賞与額から、申立期間②及び③は15万円、申立期間④は17万

5,000円、申立期間⑤は18万5,000円、申立期間⑥は20万円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、当該期間に係る賞与支払届を社会保険事務所

（当時）に届け出ていないと認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る当該期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案6932 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準賞与額の記録については、申立期間①は４万5,000円、申立期

間②は33万円、申立期間③は32万円、申立期間④は42万円、申立期間⑤は44

万円、申立期間⑥は46万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和34年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成15年７月31日 

             ② 平成16年２月２日 

             ③ 平成16年８月５日 

             ④ 平成19年６月29日 

             ⑤ 平成19年12月20日 

  ⑥ 平成20年７月４日 

申立期間において、Ａ社から賞与を支給されているが、当該賞与に係る

年金記録が無い。賞与から厚生年金保険料が控除されていたので、標準賞

与額の記録を訂正（追加）してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において賞与が

支給され、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、上記賃金台帳において確

認できる保険料控除額から、申立期間①は４万5,000円とし、上記賃金台帳に



おいて確認できる賞与額から、申立期間②は33万円、申立期間③は32 万円、

申立期間④は42万円、申立期間⑤は44万円、申立期間⑥は46万円とすること

が妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、当該期間に係る賞与支払届を社会保険事務所

（当時）に届け出ていないと認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る当該期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案6933 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準賞与額の記録については、申立期間①は３万7,000円、申立期

間②及び③は26万円、申立期間④は22万円、申立期間⑤は20万円、申立期間

⑥は21万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和37年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成15年７月31日 

             ② 平成16年２月２日 

             ③ 平成16年８月５日 

             ④ 平成19年６月29日 

             ⑤ 平成19年12月20日 

  ⑥ 平成20年７月４日 

申立期間において、Ａ社から賞与を支給されているが、当該賞与に係る

年金記録が無い。賞与から厚生年金保険料が控除されていたので、標準賞

与額の記録を訂正（追加）してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において賞与が

支給され、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、上記賃金台帳において確

認できる保険料控除額から、申立期間①は３万7,000円とし、上記賃金台帳に



おいて確認できる賞与額から、申立期間②及び③は26万円、申立期間④は22

万円、申立期間⑤は20万円、申立期間⑥は21万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、当該期間に係る賞与支払届を社会保険事務所

（当時）に届け出ていないと認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る当該期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案6934 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準賞与額の記録については、申立期間①は５万5,000円、申立期

間②は39万5,000円、申立期間③は39万円、申立期間④は47万円、申立期間⑤

は49万円、申立期間⑥は51万5,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和47年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成15年７月31日 

             ② 平成16年２月２日 

             ③ 平成16年８月５日 

             ④ 平成19年６月29日 

             ⑤ 平成19年12月20日 

  ⑥ 平成20年７月４日 

申立期間において、Ａ社から賞与を支給されているが、当該賞与に係る

年金記録が無い。賞与から厚生年金保険料が控除されていたので、標準賞

与額の記録を訂正（追加）してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において賞与が

支給され、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、上記賃金台帳において確

認できる保険料控除額から、申立期間①は５万5,000円とし、上記賃金台帳に



おいて確認できる賞与額から、申立期間②は39万5,000円、申立期間③は39万

円、申立期間④は47万円、申立期間⑤は49万円、申立期間⑥は51万5,000円と

することが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、当該期間に係る賞与支払届を社会保険事務所

（当時）に届け出ていないと認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る当該期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案6935 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準賞与額の記録については、申立期間①は３万1,000円、申立期

間②は23万円、申立期間③は22万円、申立期間④は27万5,000円、申立期間⑤

は28万円、申立期間⑥は29万5,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成15年７月31日 

             ② 平成16年２月２日 

             ③ 平成16年８月５日 

             ④ 平成19年６月29日 

             ⑤ 平成19年12月20日 

  ⑥ 平成20年７月４日 

申立期間において、Ａ社から賞与を支給されているが、当該賞与に係る

年金記録が無い。賞与から厚生年金保険料が控除されていたので、標準賞

与額の記録を訂正（追加）してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において賞与が

支給され、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、上記賃金台帳において確

認できる保険料控除額から、申立期間①は３万1,000円とし、上記賃金台帳に



おいて確認できる賞与額から、申立期間②は23万円、申立期間③は22万円、

申立期間④は27万5,000円、申立期間⑤は28万円、申立期間⑥は29万5,000円

とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、当該期間に係る賞与支払届を社会保険事務所

（当時）に届け出ていないと認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る当該期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案6936 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準賞与額の記録については、申立期間①は３万4,000円、申立期

間②及び③は23万円、申立期間④は31万5,000円、申立期間⑤は33万円、申立

期間⑥は34万5,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和41年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成15年７月31日 

             ② 平成16年２月２日 

             ③ 平成16年８月５日 

             ④ 平成19年６月29日 

             ⑤ 平成19年12月20日 

  ⑥ 平成20年７月４日 

申立期間において、Ａ社から賞与を支給されているが、当該賞与に係る

年金記録が無い。賞与から厚生年金保険料が控除されていたので、標準賞

与額の記録を訂正（追加）してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において賞与が

支給され、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、上記賃金台帳において確

認できる保険料控除額から、申立期間①は３万4,000円とし、上記賃金台帳に



おいて確認できる賞与額から、申立期間②及び③は23万円、申立期間④は31

万5,000円、申立期間⑤は33万円、申立期間⑥は34万5,000円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、当該期間に係る賞与支払届を社会保険事務所

（当時）に届け出ていないと認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る当該期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案6937 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準賞与額の記録については、申立期間①は３万4,000円、申立期

間②及び③は23万円、申立期間④は25万5,000円、申立期間⑤は26万円、申立

期間⑥は26万5,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成15年７月31日 

             ② 平成16年２月２日 

             ③ 平成16年８月５日 

             ④ 平成19年６月29日 

             ⑤ 平成19年12月20日 

  ⑥ 平成20年７月４日 

申立期間において、Ａ社から賞与を支給されているが、当該賞与に係る

年金記録が無い。賞与から厚生年金保険料が控除されていたので、標準賞

与額の記録を訂正（追加）してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において賞与が

支給され、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、上記賃金台帳において確

認できる保険料控除額から、申立期間①は３万4,000円とし、上記賃金台帳に



おいて確認できる賞与額から、申立期間②及び③は23万円、申立期間④は25

万5,000円、申立期間⑤は26万円、申立期間⑥は26万5,000円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、当該期間に係る賞与支払届を社会保険事務所

（当時）に届け出ていないと認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る当該期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案6938 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準賞与額の記録については、申立期間①は２万8,000円、申立期

間②及び③は20万円、申立期間④は25万円、申立期間⑤は25万5,000円、申立

期間⑥は26万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和46年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成15年７月31日 

             ② 平成16年２月２日 

             ③ 平成16年８月５日 

             ④ 平成19年６月29日 

             ⑤ 平成19年12月20日 

  ⑥ 平成20年７月４日 

申立期間において、Ａ社から賞与を支給されているが、当該賞与に係る

年金記録が無い。賞与から厚生年金保険料が控除されていたので、標準賞

与額の記録を訂正（追加）してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において賞与が

支給され、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、上記賃金台帳において確

認できる保険料控除額から、申立期間①は２万8,000円とし、上記賃金台帳に



おいて確認できる賞与額から、申立期間②及び③は20万円、申立期間④は25

万円、申立期間⑤は25万5,000円、申立期間⑥は26万円とすることが妥当であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、当該期間に係る賞与支払届を社会保険事務所

（当時）に届け出ていないと認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る当該期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案6939 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準賞与額の記録については、申立期間①は２万8,000円、申立期

間②及び③は19万円、申立期間④は23万5,000円、申立期間⑤は24万円、申立

期間⑥は24万5,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和48年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成15年７月31日 

             ② 平成16年２月２日 

             ③ 平成16年８月５日 

             ④ 平成19年６月29日 

             ⑤ 平成19年12月20日 

  ⑥ 平成20年７月４日 

申立期間において、Ａ社から賞与を支給されているが、当該賞与に係る

年金記録が無い。賞与から厚生年金保険料が控除されていたので、標準賞

与額の記録を訂正（追加）してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において賞与が

支給され、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、上記賃金台帳において確

認できる保険料控除額から、申立期間①は２万8,000円とし、上記賃金台帳に



おいて確認できる賞与額から、申立期間②及び③は19万円、申立期間④は23

万5,000円、申立期間⑤は24万円、申立期間⑥は24万5,000円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、当該期間に係る賞与支払届を社会保険事務所

（当時）に届け出ていないと認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る当該期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案6940 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準賞与額の記録については、申立期間①は２万6,000円、申立期

間②及び③は18万円、申立期間④は23万5,000円、申立期間⑤は24万円、申立

期間⑥は24万5,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和55年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成15年７月31日 

             ② 平成16年２月２日 

             ③ 平成16年８月５日 

             ④ 平成19年６月29日 

             ⑤ 平成19年12月20日 

  ⑥ 平成20年７月４日 

申立期間において、Ａ社から賞与を支給されているが、当該賞与に係る

年金記録が無い。賞与から厚生年金保険料が控除されていたので、標準賞

与額の記録を訂正（追加）してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において賞与が

支給され、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、上記賃金台帳において確

認できる保険料控除額から、申立期間①は２万6,000円とし、上記賃金台帳に



おいて確認できる賞与額から、申立期間②及び③は18万円、申立期間④は23

万5,000円、申立期間⑤は24万円、申立期間⑥は24万5,000円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、当該期間に係る賞与支払届を社会保険事務所

（当時）に届け出ていないと認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る当該期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



愛知厚生年金 事案6941 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準賞与額の記録については、申立期間①は３万1,000円、申立期

間②及び③は21万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成15年７月31日 

             ② 平成16年２月２日 

             ③ 平成16年８月５日 

申立期間において、Ａ社から賞与を支給されているが、当該賞与に係る

年金記録が無い。賞与から厚生年金保険料が控除されていたので、標準賞

与額の記録を訂正（追加）してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において賞与が

支給され、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、上記賃金台帳において確

認できる保険料控除額から、申立期間①は３万1,000円とし、上記賃金台帳に

おいて確認できる賞与額から、申立期間②及び③は21万円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、当該期間に係る賞与支払届を社会保険事務所

（当時）に届け出ていないと認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る当該期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



愛知厚生年金 事案6942 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準賞与額の記録については、申立期間①は３万7,000円、申立期

間②及び③は26万円、申立期間④及び⑤は29万円に訂正することが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成15年７月31日 

             ② 平成16年２月２日 

             ③ 平成16年８月５日 

             ④ 平成19年６月29日 

             ⑤ 平成19年12月20日 

申立期間において、Ａ社から賞与を支給されているが、当該賞与に係る

年金記録が無い。賞与から厚生年金保険料が控除されていたので、標準賞

与額の記録を訂正（追加）してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において賞与が

支給され、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、上記賃金台帳において確

認できる保険料控除額から、申立期間①は３万7,000円とし、上記賃金台帳に

おいて確認できる賞与額から、申立期間②及び③は26万円、申立期間④及び



⑤は29万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、当該期間に係る賞与支払届を社会保険事務所

（当時）に届け出ていないと認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る当該期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案6943 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、平成20年９月

及び同年11月は18万円、同年12月は20万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成20年９月から21年４月まで 

申立期間について、記録されている標準報酬月額と、給与支給明細書の

保険料控除に見合う標準報酬月額が相違しているので、適正な記録に訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成20年９月、同年11月及び同年12月については、申立

人から提出された給与支給明細書により、申立人は、オンライン記録の標準

報酬月額より高額の給与額が支給され、オンライン記録の標準報酬月額より

高額の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに

基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月

額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、給与支給明細書におい

て確認できる保険料控除額から、平成20年９月及び同年11月は18万円、同年

12月は20万円に訂正することが妥当である。 

なお、当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、



事業主が実際の給与額より低い報酬月額を届け出たと認めていることから、

社会保険事務所（当時）は、当該期間について、上記訂正後の標準報酬月額

に基づく保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成20年10月及び21年１月から同年４月までの期

間については、給与支給明細書において確認できる保険料控除額又は給与額

のそれぞれに見合う標準報酬月額のいずれか低い方の額が、オンライン記録

の標準報酬月額を超えないことから、特例法による記録訂正の対象に当たら

ないため、あっせんは行わない。 

 



愛知厚生年金 事案6959 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日及び

Ｂ社における資格取得日に係る記録を昭和44年９月25日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を同年９月及び10月は６万円、同年11月は６万8,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る昭和44年９月25日から同年12月19日までの

厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和44年９月15日から同年12月19日まで 

申立期間について、Ａ社とＢ社に継続して勤務していたので、厚生年金

保険の被保険者として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社及びＢ社の複数の同僚の証言並びに雇用保険の記録により、申立人は、

Ａ社及び関連会社のＢ社に継続して勤務し（Ａ社からＢ社に異動。）、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、申立人の異動日については、Ｂ社の会社設立日（昭和44年９月＊日）、

申立人の同社における雇用保険の資格取得日（同年９月25日）などから判断

して、同年９月25日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被保険

者原票の昭和44年12月の記録から、同年９月及び10月は６万円、同年11月は

６万8,000円とすることが妥当である。 

一方、厚生年金保険適用事業所台帳及びオンライン記録によれば、Ｂ社は、

昭和44年12月19日に適用事業所となっており、申立期間において適用事業所



であった記録が確認できないものの、商業登記簿により、法人事業所である

ことが確認できる上、申立人と同時期にＡ社からＢ社に異動した複数の同僚

の証言及び記録の推移状況により、会社設立当初から常時５人以上の従業員

が勤務していたものと考えられることから、当時の厚生年金保険法に定める

適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、Ｂ社の事業閉鎖時（平成元年当時）の事業主は、当時の

資料が無く不明としているが、申立期間は、同社が厚生年金保険の適用事業

所として記録管理されていない期間であることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



愛知厚生年金 事案6960 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を昭和39年12月９日に訂正し、申立期間の標準報酬月額について、38

年９月から39年７月までは３万3,000円、同年８月から同年11月までは３万

6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和38年９月27日から39年12月９日まで 

Ａ社で継続して勤務し、給与から厚生年金保険料が控除されていたはず

なのに、申立期間の年金記録が無い。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立人に係る厚生年金保険に関する資料及び当時の複

数の同僚の証言から判断すると、申立人が申立期間においてＡ社に継続して

勤務していたことが認められる。 

また、上記の厚生年金保険に関する資料によると、申立人の被保険者資格

喪失日は、当初、昭和38年９月27日（オンライン記録の被保険者資格喪失日

と同日）と記載されていたものが、39年12月９日に訂正されていることが確

認できるところ、Ａ社は、「訂正された資格喪失日が正しいものと思われる。

また、申立期間においても給与から厚生年金保険料を控除していたものと思

われる。しかし、訂正に至った経緯や訂正後の資格喪失日を社会保険事務所

（当時）に届け出たのかどうかまでは分からない。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記の厚生年金保険に関する



資料に記載されている標準報酬月額の記録から、昭和38年９月から39年７月

までは３万3,000円、同年８月から同年11月までは３万6,000円とすることが

妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は、当時の資料が無く不明と回答しているが、申立期間に行

われるべき事業主による健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届

及びこれに基づく定時決定や、事業主による申立てどおりの資格喪失届など

のいずれの機会においても、社会保険事務所が記録の処理を誤るとは考え難

いことから、事業主が、昭和38年９月27日を厚生年金保険の資格喪失日とし

て届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の保険料につ

いて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったもの

の、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。



愛知厚生年金 事案6961 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を昭和43年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万2,000円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和43年３月31日から同年４月１日まで 

Ａ社に昭和43年３月31日まで勤務したので、被保険者資格喪失日は、同

年４月１日になるはずだ。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された人事記録及び在籍証明書により、申立人は、申立期間

において同社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社の年金事務担当者は、「申立期間当時の事務担当者が厚生年金保

険の被保険者資格の喪失日を１日誤って届け出たものだと思う。申立人は、

申立期間に在籍していたので、給与から昭和43年３月の厚生年金保険料を控

除していたと思う。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被保険

者原票の昭和43年２月の記録から、２万2,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、上述のとおり、申立人の資格喪失日に係る届

出の誤りを認めていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る

申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納

入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又

は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。



愛知厚生年金 事案6962 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に

係る記録を平成20年８月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を30万円と

することが必要である。 

また、申立人は、申立期間②について、その主張する標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められるこ

とから、当該期間の標準賞与額に係る記録を30万円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成20年７月31日から同年８月１日まで 

             ② 平成20年７月15日 

申立期間①について、平成20年７月31日付けでＡ社を退職したはずなの

で、当該期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

また、申立期間②について、平成20年７月の賞与から厚生年金保険料が

控除されているので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人から提出された退職証明書及び給料支払明細

書、Ａ社から提出された賃金台帳並びに雇用保険の記録により、申立人は、

当該期間において同社に継続して勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、給料支払明細書の保険料控除

額から、30万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の当該期間に係る保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、申立人の被保険者資格喪失日を誤って届け出



たことを認めていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る平

成20年７月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合

又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

申立期間②について、申立人から提出された給料支払明細書及びＡ社から

提出された賃金台帳により、申立人は、当該期間において、その主張する標

準賞与額（30万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、上述のとおり、事業主が申立人の被保険者資格

喪失日を平成20年７月31日として誤って届け出たことに伴い、当該期間を含

む同年７月が申立人の被保険者期間として記録されていないことから、社会

保険事務所は、申立人に係る当該期間の保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



愛知厚生年金 事案6963 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、平成20年６月

は19万円、同年７月及び同年８月は36万円、同年９月から同年12月までは34

万円、21年１月は36万円、同年２月は26万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく、厚

生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成20年５月28日から21年３月23日まで 

実際に支給された給与に比べ、ねんきん定期便に記載されている記録に

誤りがあるので、申立期間について、標準報酬月額に係る記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成20年６月から21年２月までの期間については、申立

人から提出された給与明細書により、申立人は、当該期間において18万6,550

円から35万9,100円の給与を支給され、20年６月は36万円、同年７月は38万円、

同年８月は36万円、同年９月から同年12月までは34万円、21年１月は36万円、

同年２月は26万円の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これ

に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除してい

たと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬

月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額

を認定することとなる。  

したがって、当該期間に係る標準報酬月額については、給与明細書におい

て確認できる保険料控除額から、平成20年８月は36万円、同年９月から同年



12月までは34万円、21年１月は36万円、同年２月は26万円、給与明細書にお

いて確認できる支給合計額から、20年６月は19万円、同年７月は36万円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主が申立人の標準報酬月額に係る届出の誤りを認めていることから、社会

保険事務所（当時）は、当該標準報酬月額に基づく保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

一方、申立期間のうち、平成20年５月については、申立人から提出された

給料明細書において確認できる厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額（９

万8,000円）は、オンライン記録の標準報酬月額（15万円）よりも低額である

ことから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わ

ない。 



愛知厚生年金 事案6964～6966（別添一覧表参照） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき、申立期間の標準賞与額に係る記録を＜標準賞与額＞

（別添一覧表参照）とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ：   

基礎年金番号 ：   別添一覧表参照 

生 年 月 日 ：  

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成19年12月27日 

         ② 平成20年８月５日 

         ③ 平成20年12月20日 

Ａ社に勤務し、申立期間に支給された賞与から厚生年金保険料を控除さ

れていたが、申立期間について、賞与支払届が提出されてないことが判明

したので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳及び同社の回答により、申立人は、申立期間

において、同社から賞与の支給を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額

及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、

これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、賃金台帳において確認で

きる保険料控除額から、＜標準賞与額＞（別添一覧表参照）とすることが妥



当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立

期間に係る事務手続を失念したとして届出を行っていることから、社会保険

事務所（当時）は、申立期間に係る保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

（注）同一事業主に係る同種の案件３件（別添一覧表参照） 

 



1/1

6964 男 昭和28年生 20万 円 25万 円 24万 5,000円

6965 男 昭和23年生 40万 円 50万 円 48万 9,000円

6966 死亡 男 昭和43年生 24万 円 25万 円 24万 5,000円

平成19年12月27日

標準賞与額

申立期間（納付記録の訂正が必要な期間）及び標準賞与額

事案番号 基礎年金番号氏名 性別 平成20年12月20日

標準賞与額

生年月日 平成20年８月５日

標準賞与額



愛知厚生年金 事案6967 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①、②及び③について、その主張する標準賞与額に基

づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

ることから、当該期間における標準賞与額に係る記録を、申立期間①は50万

円、申立期間②は10万円、申立期間③は15万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成17年12月16日 

      ② 平成19年12月25日 

      ③  平成20年12月25日 

申立期間①、②及び③について、Ａ社から賞与が支給されたにもかかわ

らず、当該賞与に係る記録が無い。調査して、当該期間について、標準賞

与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与明細書及びＡ社から提出された源泉徴収簿によ

り、申立人は、申立期間①、②及び③において、その主張する標準賞与額

（申立期間①は50万円、申立期間②は10万円、申立期間③は15万円）に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間①、②及び③の賞与支給に係る届出を行っていないことを

認めていることから、社会保険事務所（当時）は、当該期間の標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 



愛知国民年金 事案 3306 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年２月から同年６月までの期間、７年８月及び 15 年２月か

ら 18 年４月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成６年２月から同年６月まで 

             ② 平成７年８月 

             ③ 平成 15年２月から 18年４月まで 

    勤めを辞める都度、私か母親のどちらかがＡ市役所で国民年金の加入手続

を行い、私が市役所や金融機関で国民年金保険料を納付していた。納付書だ

けではなく督促状が届いたこともあったが、母親からきちんと納付するよう

に言われて納付したこともあり、母親が代わりに納付してくれたこともあっ

た。 

また、平成 17年７月から 18年４月までは全額申請免除という記録とされ

ているとのことだが、私は免除申請を行った覚えは無い。今まで国民年金は

未納が無いようにずっと納付してきたので、申立期間の保険料を納付したこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、勤めを辞める都度、自身か母親のどちらかがＡ市役所で国民年

金の加入手続を行い、自身が市役所や金融機関で保険料を納付していたとし

ているが、申立人及びその母親は加入手続の時期について明確に覚えておら

ず、申立人は保険料の納付時期及び納付方法についても明確に記憶していな

いとしていることから、申立期間に係る国民年金の加入手続及び保険料納付

状況の詳細は不明である。 

２ オンライン記録及び申立人の国民年金手帳記号番号前後の被保険者のオ

ンライン記録における加入状況によると、申立人の国民年金手帳記号番号は

平成５年 10月頃に払い出され、申立人は同年 10月４日に国民年金被保険者

資格を取得し、同年 12月 11日に同資格を喪失している。その後、申立人は



６年７月 21 日に再び被保険者資格を取得した後、同資格を７年５月１日に

喪失しており、次に申立人が被保険者資格を取得したのは８年 10月 29日と

され、このことは、申立人に係るＡ市の国民年金納付記録照会の資格得喪記

録においても同様とされている。このため、申立期間①及び②は、国民年金

に未加入となり、未加入期間については、国民年金保険料の納付書が送付さ

れることはないことから、申立人は当該期間の保険料を納付することはでき

なかったものとみられる。 

また、母親は、国民年金の加入手続について、申立人が勤めを辞める都度、

国民健康保険及び国民年金の加入手続を行っていたとしているところ、Ａ市

の国民健康保険システムの基本異動履歴においても、申立人の国民健康保険

の資格取得及び喪失日は、前述の国民年金の被保険者資格記録と同様とされ

ている。このことから、申立期間①及び②については、国民年金と同じよう

に、国民健康保険も未加入とされている。 

３ 申立期間③については、オンライン記録同様、Ａ市の国民年金納付記録照

会においても、当該期間のうち平成 15年２月から 17年６月までは未納、同

年７月から 18 年４月までは申請免除期間とされており、当該期間の保険料

が納付されていた形跡は見当たらない。 

また、申立人は、申立期間③の保険料については、当時勤務していた会社

の年末調整で社会保険料控除として申告していると思うとしているところ、

申立人の平成 15年分から 18年分に係るＡ市の「市県民税 所得・課税証明

書」の社会保険料控除欄を確認しても、当該期間の保険料が納付されていた

状況はうかがえなかった。 

さらに、申立人は、申立期間③のうち平成 17年７月から 18年４月までは

全額申請免除とされていることについて、免除申請を行った覚えは無いとし

ているものの、申立人が提出した平成 17 年度（承認期間は 17 年７月から

18年４月まで。）の国民年金保険料免除申請書が年金事務所に保管されてい

ることから、申立人は免除申請を行ったものとみられる。 

加えて、申立期間③は 39 か月と長期間にわたっており、これら期間の納

付記録が全て欠落又は記録誤りが生じたとは考え難い上、この時期になると、

年金記録管理業務のオンライン化、電算による納付書作成、領収済通知書の

光学式文字読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処理の機械化が進み、記録

漏れ、記録誤り等が生ずる可能性は少なくなっていると考えられる。 

４ 申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当た

らない上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

５ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



愛知国民年金 事案 3307（事案 124の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40年７月から 50年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年７月から 50年３月まで 

    私は、申立期間当時、両親、姉及び私自身の４人分の国民年金保険料を時々

親に頼まれＡ市Ｂ公民館に出向き、地元の町内会役員に納めていたので、申

立期間について、国民年金保険料の納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人の国民年金保険料の納付状況

は、申立期間以外に申請免除期間があるのみで納付の実績は無いこと、ⅱ）申

立人の国民年金手帳記号番号の払出日においては、申立期間の一部は時効によ

り納付できないこと、ⅲ）申立人は、両親及び姉と共に保険料を納付していた

としているが、聴取の過程で祖父母、元妻、弟などと一緒であった可能性を述

べており、誰の保険料を納付していたのか当時の記憶が明確であるとは見受け

られないこと、ⅳ）申立人は、昭和 40 年７月に退職した際に元妻と一緒に国

民年金の加入手続を行ったとしているが、元妻は申立人と同居していたとみら

れる期間の保険料は未納であることなどから、既に当委員会の決定に基づく平

成20年５月14日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回の申立人の主張内容は、前回の主張内容と変わらない上、申立人は、現

地での調査が必要としているが、新たに現地での調査が必要とみられる事情は

見当たらず、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる新たな資

料等の提出も無いため、これらは委員会の当初の決定を変更すべき事情とは認

めるには足りず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見

当たらないことから、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 



愛知国民年金 事案 3308 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成10年３月及び21年５月から同年７月までの期間の国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 10年３月 

             ② 平成 21年５月から同年７月まで 

    会社を退職した後は、国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付

していた。申立期間①については、Ａ町（現在は、Ｂ市）役場で加入手続を

行い、その場で１か月分の保険料を納付したと思う。申立期間②の保険料に

ついては、送付されてきた納付書により、平成 22 年４月頃に３か月分をま

とめてコンビニエンスストアで納付した。未納なく納付していると思うので、

申立期間の保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ａ町役場で国民年金の加入手続を行い、

その場で１か月分の保険料を納付したと思うとしている。しかしながら、オ

ンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金

手帳記号番号は平成５年８月 31 日に払い出されており、申立人は、同年８

月 14日に国民年金被保険者資格を取得し、７年３月 20日に同資格を喪失し

ている。その後、申立人が再び被保険者資格を取得したのは 21 年３月 26

日とされていることから、申立人は、申立期間①は、国民年金に未加入であ

り、保険料を納付することはできなかったものと考えられる。 

また、Ａ町の申立人に関する国民年金の記録においても、申立人が申立期

間①の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる形跡は見当たら

ない。 

２ 申立期間②について、申立人は、送付されてきた納付書により、平成 22

年４月頃に３か月分をまとめてＢ市かＣ市、又はその他の地域のコンビニエ

ンスストアで納付したが、その具体的な店舗を特定することはできないとし



ているため、各コンビニエンスストア本部に３年保存されている領収済通知

書を確認することはできず、申立期間②の保険料納付状況は不明である。                                             

また、オンライン記録によると、申立期間②の直前である平成 21 年３月

の保険料が 22年１月 29日に過年度納付され、21年４月の保険料が 22年３

月１日に現年度納付されていることが確認でき、申立期間②の保険料につい

ても、申立人が納付したとする同年４月頃に過年度納付することは可能であ

った。しかしながら、オンライン記録によると、申立人が納付したとする同

年４月以降、同年９月 25日から 23年２月 18日までの間に５回納付督励が

行われており、この納付督励期間中の同年１月 27 日に、申立期間②を対象

としたとみられる催告状が発行されているなど、申立期間②の保険料が納付

された形跡は見当たらない。 

３ 申立期間の保険料を納付したとする時期になると、年金記録管理業務のオ

ンライン化、電算による納付書作成、領収済通知書の光学式読取機（ＯＣＲ）

による入力等、事務処理の機械化が進み、記録漏れ、記録誤り等が生ずる可

能性は少なくなっていると考えられる。 

また、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

４ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



愛知国民年金 事案 3309 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49年５月から 52年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年５月から 52年３月まで 

    20 歳当時は短大生であったが、両親が国民年金に加入していたので、両

親のどちらかが私の国民年金の加入手続を行い、母親が両親の分と一緒に国

民年金保険料を納付してくれていた。保険料は、区役所から来ていた集金人

に３か月ごとに納付していたと思う。両親は高齢なので記憶がはっきりしな

い部分もあるが、私が 20 歳になった時点から保険料を納付したと言ってい

るので、申立期間の保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与しておらず、これ

らを行ったとする両親に申立人を通じ聴取したところ、高齢のため記憶が明確

ではなく、加入手続時期については覚えていないとしていることから、申立期

間に係る国民年金の加入手続、保険料納付状況などの詳細は不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号前後の任意加入者の国民年金受付処理

簿における資格取得状況から、申立人の国民年金加入手続は昭和 52 年９月頃

に行われ、申立人が 20歳となった 49年＊月まで遡って被保険者資格を取得す

る処理が行われたものとみられる。このため、申立人は、申立期間当時は国民

年金に未加入であったこととなり、母親が保険料を納付することはできなかっ

たものと考えられる。 

さらに、前述の加入手続が行われた時点を基準とすると、申立期間のうち、

昭和 49年５月から 50年６月までは既に２年の時効が成立しており、遡って保

険料を納付することもできなかったと考えられる。 

加えて、申立期間のうち、昭和 50年７月から 52年３月までについては、加

入手続時点において、過年度保険料として遡って納付することが可能ではあっ



たものの、Ａ市では過年度保険料は取り扱っていなかったとしていることから、

集金人（国民年金推進員）に過年度納付することはできなかった上、申立人は、

両親から保険料を後から遡って納付したと聞いたことはないとしているなど、

両親が当該期間の保険料を過年度納付したと推認することまではできない。 

このほか、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は

見当たらない上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資

料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3310 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39年６月から 42年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年６月から 42年３月まで 

    ねんきん特別便で 34か月分の未納を知り、年金事務所に確認したところ、

昭和 39 年６月から納付していると言われ、その職員が見ていた用紙のコピ

ーを希望したが断られた。 

昭和 39 年５月の婚姻を契機に、婚姻前から国民年金に加入していた夫が

国民年金加入手続を行い、自宅に来た集金の人に私や義母が、夫と義父母の

分と併せて３か月分、半年分と保険料を納付していたので、私だけ未納とい

うことは考えられない。 

夫や義父母は亡くなっているので私の保険料を納付したという記憶しか

ないが、申立期間について、保険料の納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 39 年５月の婚姻を契機に、夫が国民年金加入手続を行って

くれたとはしているものの、申立人自身は加入手続に直接関与しておらず、夫

は既に亡くなっていることから、申立期間に係る国民年金の加入手続の詳細は

不明である。 

また、国民年金手帳記号番号払出控、国民年金手帳記号番号払出簿及びオン

ライン記録によると、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 42 年６月にＡ市

Ｂ区に払い出されており、これ以外に国民年金手帳記号番号が払い出された形

跡は見当たらないことから、申立人の国民年金加入手続は同年６月以降に行わ

れ、39 年６月まで遡って被保険者資格を取得する処理が行われたものとみら

れる。このため、申立期間当時、申立人は国民年金に未加入であり、保険料を

納付することはできなかったと考えられる。 

さらに、申立人の加入手続時期を最も早い昭和 42 年６月と仮定し、これを



基準とすると、申立期間のうち、39年６月から 40年３月までの保険料は時効

により納付することはできなかったと考えられ、同年４月から 42 年３月まで

の保険料については時効成立前で過年度納付することは可能であったものの、

申立人は保険料を遡って納付した記憶は無いとしていることから、当該期間の

保険料を過年度納付したとも考え難く、申立人が申立期間当時居住していたＡ

市では集金人（国民年金推進員）は過年度保険料を取り扱っていなかった。 

加えて、申立人は、夫と義父母の保険料を一緒に納付していたとしているも

のの、昭和 36年４月１日において 50歳を超える者は国民年金の適用除外とさ

れ、このうち 55歳を超えない者は任意加入することはできたが、55歳を超え

ていた義父は国民年金に加入することはできなかった上、国民年金手帳記号番

号払出簿によると、夫と義母については同年３月に国民年金手帳記号番号が払

い出され、同年４月以降継続して保険料が納付されているのに対し、申立人は

上記のとおり、申立期間は国民年金に未加入であったことから、夫及び義母の

保険料が納付されていることをもって申立人の保険料が納付されていたもの

と推認することまではできない。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3311 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成４年５月から６年１月までの期間及び同年３月から７年３月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成４年５月から６年１月まで 

             ② 平成６年３月から７年３月まで 

    私の両親は、私の学生時代の国民年金保険料について、「大学を卒業した

後だと思うが、社会保険事務所（当時）に行ったことは間違いない。その際、

空白期間を埋めようと思って一度に 20数万円納付した。」と言っているので、

申立期間について、国民年金保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年

金手帳記号番号は、平成７年５月 25 日にＡ市Ｂ区で払い出されており、これ

以前に申立人に対して国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たら

ないことから、その頃に初めて申立人の国民年金加入手続が行われ、この加入

手続において、国民年金被保険者資格を 20 歳到達時である４年＊月＊日に遡

って取得する事務処理が行われたものと考えられる。この加入手続時期を基準

とすると、申立期間①のうち、４年５月から５年３月までの保険料については、

時効により納付することはできなかったものとみられる。 

また、オンライン記録を見ると、申立期間①と②の間である平成６年２月の

保険料は納付済みとされているが、これは厚生年金保険被保険者期間であった

７年７月について、国民年金保険料（１万 1,700 円）が納付されていたため、

８年３月 18日付けで当該保険料を６年２月の保険料（１万 500円）に充当す

る処理（当時の保険料月額に達しなかった差額の 1,200 円は還付。）が行われ

たものであることが確認できる。制度上、保険料の過誤納があった場合、還付

に代えて、２年の時効の範囲内で先に時効が成立する未納月の保険料から順次



充当することとされており、充当処理が行われた時点で最も早く時効が成立す

る同年２月に遡って充当したこの処理に不自然な点は見当たらない。したがっ

て、同年２月の保険料については、加入手続時期に過年度納付されたものでは

なく、充当処理が行われた８年３月の時点では未納であったと考えられ、加入

手続時に空白期間（未納）が無いように遡って納付したとする父親の主張と相

違することから、当該処理が行われた前後に当たる申立期間①及び②の保険料

についても、少なくとも同年３月の時点では未納であったと考えられる。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 



愛知国民年金 事案 3312 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成７年３月から同年６月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年３月から同年６月まで 

    会社を退職後、Ａ市役所で国民年金の再加入手続を行い、国民年金保険料

も同市役所で納付したと思う。申立期間の保険料を納付したことを示す資料

は無いが、申立期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社を退職後、Ａ市役所で国民年金の再加入手続を行い、保険料

も同市役所で納付したと思うとしているものの、申立期間に係る加入手続時期

や保険料納付状況（納付時期、納付金額及び納付方法）についての記憶は曖昧

であり、申立期間の加入手続及び保険料納付状況は不明である。 

また、オンライン記録によれば、申立人は、平成６年４月１日（厚生年金被

保険者資格取得日）に国民年金被保険者資格を喪失したこととされており、Ａ

市の保管する申立人の国民年金の得喪記録（電子データ）によれば、その後国

民年金の再加入手続を行ったのは、11 年１月 29 日（届出日）とされている。

この手続において、国民年金被保険者資格の取得日を申立人が申立期間後に勤

務した会社を退職し、厚生年金保険被保険者資格を喪失した 10 年９月１日と

する事務処理が行われたものと考えられ、「「取得」届出 H11.01.29 異動 

H07.03.01 理由 公移行」及び「「喪失」届出 H11.01.29 異動 H07.07.01 

理由 公加入」との表示が確認できることから、申立期間については、前述の

再加入手続の際に併せて申立期間に係る資格取得日及び資格喪失日を遡って、

それぞれ７年３月１日及び同年７月１日とする事務処理が行われたものとみ

られる。これらの状況から、申立人は、申立期間当時、国民年金に未加入とな

り、保険料を納付することはできなかったものと考えられる。 

さらに、上記の手続時期を基準とすると、時効期間（２年）の経過により、



申立期間の保険料を納付することができなかったものとみられ、このことは、

Ａ市の保管する申立人の国民年金の納付記録（電子データ）において、申立期

間は空白（同市で保険料は収納されていない。）とされていることとも符合す

る。 

このほか、申立人に対して基礎年金番号導入（平成９年１月）以前に別の国

民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない

上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確定申告

書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3313 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年 10月から 46年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年 10月から 46年３月まで 

    私が結婚（昭和 42年 10月）した頃に、亡くなった義母が国民年金の加入

手続を行ってくれた。加入手続後は、夫が夫婦二人分の国民年金保険料を３

か月ごとに自宅で町内会か学区の集金人に納付し、国民年金手帳に領収印を

押してもらっていた。一緒に保険料を納付した夫は納付済みとされているの

に私は未納とされていた。申立期間の保険料を納付したことを証明するもの

は無いが、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続及び国民年金保険料の納付に直接関与しておら

ず、加入手続を行ったとする義母は既に死亡しており、加入手続の詳細は不明

である。 

また、申立人の申立期間の保険料を納付していたとする夫は、夫婦二人分の

保険料を３か月ごとに自宅で町内会か学区の集金人に一緒に納付し、国民年金

手帳に領収印を押してもらっていたとしているところ、夫の国民年金手帳を見

ると、申立期間に係る昭和 42年度から 45年度までの国民年金印紙検認記録欄

には、昭和 42年 11 月 13日から 46年２月 12日までの検認印が３か月ごとに

押されていることが確認できるものの、申立人の国民年金手帳の国民年金印紙

検認記録欄は 45 年度から始まっており、同年度の同記録欄に検認印は無く、

国民年金印紙検認台帳は切り離されていないことから、夫が申立人の分と一緒

に保険料を集金人に納付したとする申立人の主張と相違する。 

さらに、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、婚姻後

に係る申立人の国民年金手帳記号番号は昭和46年１月25日にＡ市Ｂ区におい

て払い出されており、同市の被保険者名簿の資格取得欄に｢42.10.１｣、届出年



月日欄に｢46.２.16｣と記載されていることから、同年２月頃に申立人の国民年

金加入手続が行われ、この加入手続の際に資格取得日を遡って 42年 10月１日

（厚生年金保険被保険者資格喪失日）とする事務処理が行われたものとみられ

る。このため、この加入手続時期を基準とすると、申立期間のうち、同年 10

月から 43年 12月までは時効により保険料を納付することはできない上、申立

期間の保険料を納付していたとする夫は、遡って保険料を納付したことは覚え

ていないとしており、同市では集金人は過年度保険料を取り扱っていないとし

ていることから、過年度納付することが可能であった申立期間のうち、44 年

１月から 45年３月までの保険料を納付したとまでは推認し難い。 

加えて、Ａ市の被保険者名簿を見ると、申立人の納付記録欄は昭和 42 年度

及び 43 年度には斜線が引かれ、44 年度及び 45 年度は｢０｣とされている上、

オンライン記録及び申立人が婚姻後に取得した国民年金手帳記号番号の国民

年金被保険者台帳を見ると、申立期間は未納とされていることから、申立期間

全てについて保険料が納付された形跡は見られず、これら記録に齟齬
そ ご

は無く、

不自然な点も見受けられない。 

このほか、婚姻後に申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出され

たことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人が申立期間の保険料を納

付していたことを示す関連資料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3314 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39 年７月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年７月から同年９月まで 

    親子３人で自営していた店に、昭和 39 年７月から同年８月頃に社会保険

事務所（当時）の職員の人が来て、国民年金についての話があり、母親が私

の国民年金の加入手続を行ったと思う。国民年金保険料は、母親が私の保険

料と一緒に納付していたと思う。母親は亡くなっており、どのように納付し

たか分からないが、店ではそれなりの収入があり、母親が申立期間の保険料

を未納にしていたとは考えられないので、申立期間の保険料を納付したこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続及び申立期間の保険料納付に直接関与しておら

ず、これらを行ったとする母親は既に死亡していることから、申立人の申立期

間に係る加入手続及び保険料納付状況は不明である。 

また、申立人は、昭和 39 年７月から同年８月頃に母親が申立人の国民年金

加入手続を行い、申立期間の保険料も母親が納付したとしているところ、国民

年金手帳記号番号払出控及び国民年金受付処理簿によると、申立人の国民年金

手帳記号は、41年 12月６日にＡ市Ｂ区に母親と連番で払い出されており、こ

れ以前に申立人に対して国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当た

らず、国民年金手帳記号番号前後の任意加入者の資格取得状況から、同年 12

月頃に加入手続が行われたものとみられ、この加入手続の際に、資格取得日を

申立人の20歳到達日に遡って39年＊月＊日とする事務処理が行われたものと

みられる。この加入手続時期を基準とすると、申立期間は時効により、母親は

保険料を納付することができなかったものとみられる。 

さらに、オンライン記録によると、申立人の保険料と一緒に納付していたと



する母親は、昭和 36年４月から 44年６月まで納付済みとされており、上記の

とおり、母親の国民年金記号手帳番号は、申立人と連番で払い出されているこ

とから、母親も申立人と同じ 41年 12月頃に加入手続を行い、この加入手続の

際に、国民年金制度発足時の 36 年４月に遡って被保険資格を取得したものと

見られる。この加入手続時期を基準とすると、申立人と同様、母親は申立期間

以前については、時効により納付することができないところ、加入手続当時、

母親は 51歳であり、年金受給に必要な 10年以上の保険料納付済期間を確保す

ることができなかったことから、当時、母親に対し加入勧奨が行われ、母親は

特例納付制度を利用して 36 年４月に遡って保険料を納付したものとみられる。

しかしながら、申立人は、加入手続当時 22歳であり、60歳到達の前月まで未

納無く保険料を納付すれば、国民年金の受給権を確保（保険料納付月数等が合

計で 300 か月必要。）することが可能であったことから、特例納付制度を利用

して保険料を納付する必要性は乏しく、申立期間について、母親の保険料が納

付されていることをもって、母親が申立人の申立期間の保険料を納付したとす

る事情まではうかがえない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（確定申

告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3315（事案 1145の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41年９月から 57年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年９月から 57年３月まで 

    私は、申立期間のうち、20 歳以降、Ａ市からＢ市Ｃ区に転居する昭和 44

年７月までの間については、20 年ほど前に亡くなった父親から「年金はき

ちんとやってある。」と聞いており、国民年金保険料は納付してあるはずで

ある。その後、57 年に実家のあるＡ市に戻るまでの間は幾度か転居してい

るが、保険料は勤めていた会社で給与から天引きして納付してくれていたは

ずである。申立期間について、保険料の納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人は、20 歳到達に伴う国民年

金被保険者資格取得手続及びＢ市に転居するまでの保険料の納付について関

与していなかったとしており、これらを行ったとする父親も死亡していること

から、申立期間に係る加入手続及び保険料納付状況は不明であること、ⅱ）申

立期間のうち、昭和 44年７月の転居から 57年９月に実家のあるＡ市に戻るま

での期間について、申立人は、勤務していた会社が給与からの天引きにより申

立人の保険料を納付していたとしているが、転居の都度、国民年金に係る手続

を行った記憶は明確ではないほか、この間、申立人は自身の保険料の納付につ

いて、会社に対して代行を依頼したことも無ければ、納付書を見たことも無い

としており、申立人の主張には不合理な点が認められること、ⅲ）申立人に国

民年金手帳記号番号が払い出されたのは同年９月であり、この時点では、申立

期間の大半は時効により国民年金保険料を納付できず、同時点で時効に到達し

ていなかった期間(55年７月から 57年３月まで)については過年度保険料とし

て納付することは可能であったが、申立期間について遡って保険料を納付した

記憶は無いとしていることなどから、既に当委員会の決定に基づく平成 21 年



２月 26日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回の再申立てにおいて、申立人は、申立期間当時、両親は会社やアパート

を経営し十分な資力を有していたとするものの、申立内容は当初の申立てと同

じであり、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる新たな資料及

び情報の提出も無いことから、これは委員会の当初の決定を変更すべき新たな

事情とは認められず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情

は見当たらないことから、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付してい

たものと認めることはできない。 

 



愛知国民年金 事案 3316 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年４月から平成元年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年４月から平成元年５月まで 

    父親が私の国民年金の加入手続を行い、私が結婚（平成３年 12 月）する

まで国民年金保険料を納付してくれていたと聞いていた。既に父親は亡くな

っているので、加入手続及び保険料納付について詳しいことは分からないが、

父親は大変きちょうめんな人だったので、私に保険料を納付していると話し

ておきながら、納付しないはずがない。申立期間の保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金加入手続及び国民年金保険料納付に直接

関与しておらず、これらを行ったとする父親は既に死亡しており、申立人も加

入手続時期、申立期間の保険料の納付方法、納付場所及び納付金額については

覚えていないとしていることから、申立人の申立期間に係る国民年金加入手続

及び保険料納付状況の詳細は不明である。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出票によれば、申立人の

国民年金手帳記号番号は、平成３年 12 月頃にＡ市で払い出されており、これ

以前に申立人に対して国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たら

ないことから、その頃に初めて申立人の国民年金加入手続が行われ、この加入

手続において、資格取得日を遡って昭和 62 年４月１日、資格喪失日を平成元

年６月６日（申立人が厚生年金保険被保険者資格を取得した日。）、資格取得日

を３年 11月１日（申立人が厚生年金保険被保険者資格を喪失した日。）とする

事務処理が行われたものみられる。このことは、申立人が所持する制度共通の

年金手帳の国民年金手帳記号番号欄に「Ｂ社保」のゴム印が押され、国民年金

の記録（１）欄の資格得喪の記載内容とも符合する。このため、申立人は、申



立期間当時、国民年金に未加入であったものとみられる上、この加入手続時期

を基準とすると、申立期間の保険料は時効により納付することはできない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3317 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59年８月から 63年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年８月から 63年３月まで 

    私は、国民年金の加入手続を行った覚えは無いが、ねんきん定期便の記録

では昭和 63 年４月から保険料が納付済みとされているので、その頃にＡ市

Ｂ区役所で加入手続を行ったと思う。その後、どこから送られてきたかは覚

えていないが、申立期間の保険料の督促状が届いたため、それに基づき遡っ

て一括納付したことを覚えている。申立期間の保険料が未納とされているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続を行った覚えは無く、ねんきん定期便の記録

では昭和 63 年４月から保険料が納付済みとされているので、その頃にＡ市Ｂ

区役所で加入手続を行ったと思うとしているほか、その後、どこから送られて

きたかは覚えていないが、申立期間の保険料の督促状が届いたため、それに基

づき遡って一括納付したことを覚えているとしているものの、加入手続時期、

加入手続場所、申立期間の保険料の納付場所及び納付金額についてはよく覚え

ていないとしていることから、加入手続及び申立期間の保険料納付状況に係る

記憶は曖昧である。 

また、Ａ市の申立人の国民年金被保険者名簿を見ると、資格取得日はオンラ

イン記録と同様、昭和 59年８月 29日とされており、同名簿の資格取得事由欄

には「モレシャ２．６．14」と記載されていることから、申立人の国民年金加

入手続は、平成２年６月 14 日に行われたものとみられる。このため、この加

入手続の時点では、申立期間の保険料は時効により納付することはできなかっ

たとみられる。 

さらに、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号



番号は、平成２年７月 19 日にＡ市Ｂ区で払い出されていることが確認でき、

社会保険事務所（当時）から申立人に過年度納付書が発行されるのは、国民年

金手帳記号番号払出日以降となり、この手帳記号番号払出日を基準としたとし

ても、過年度納付書が発行可能な納付期間は昭和 63 年４月から平成２年３月

までとなる。申立人は、国民年金加入手続後に送られてきた督促状に基づき申

立期間の国民年金保険料を遡って一括納付したとしているところ、同市の申立

人の国民年金被保険者名簿の納付記録を見ると、前述のとおり過年度納付書が

発行可能な納付期間である昭和 63 年４月から平成２年３月までの保険料が納

付済みとされていることが確認できることから、申立人が加入手続後、遡って

一括納付したと記憶している保険料は、当該期間の保険料であった可能性が高

い。 

加えて、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見

当たらない上、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3319 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57年 10月から 58年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年 10月から 58年８月まで 

    私は、会社を退職して失業中であったため、Ａ市Ｂ区役所に相談に行き、

国民年金に加入して保険料を納付していたので、申立期間について、国民年

金保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時は失業中であったことから、国民年金に加入して保

険料を納付していたとしているところ、オンライン記録によると、申立期間当

時、元妻は昭和 58 年８月までは厚生年金保険の被保険者であったことが確認

できることから、その配偶者である申立人は、当時の制度では国民年金の任意

加入対象者となる。 

申立人は、申立期間当時、Ａ市Ｂ区で自身の国民年金の加入手続を行い、保

険料を納付していたとしているものの、国民年金受付処理簿及び申立人の国民

年金手帳記号番号前後の被保険者の資格取得状況によると、申立人の国民年金

手帳記号番号は、昭和 60 年５月頃に同市Ｃ区で元妻と連番で払い出されてい

るため、元妻と同時期に手続が行われたとみられ、これ以前に申立人に対して

国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらないことから、申立人に

係る国民年金の加入手続は、同年５月に初めて行われたものとみられる。 

また、上記の加入手続の際に、元妻が厚生年金保険の被保険者資格を喪失し、

申立人が国民年金の強制加入対象者となった申立期間直後の昭和 58 年９月及

び同年 10 月については、遡って被保険者資格を取得する処理が行われたもの

とみられるところ、申立期間については、上記のとおり、申立人は任意加入対

象者であり、遡って被保険者資格を取得することはできないことから、これら

資格取得に関する処理に不自然さはみられない。このことから、申立期間は国



民年金に未加入であり、保険料を納付することはできなかったものと考えられ

る。 

さらに、オンライン記録によると、申立期間直後であり、遡って被保険者資

格を取得した昭和 58年９月及び同年 10月の保険料については、その当時、現

年度保険料として納付されていたわけではなく、上記の加入手続後の 60 年８

月に遡って過年度納付されている上、元妻に関しても当該期間の保険料は遡っ

て納付されていることを踏まえると、申立人が申立期間の保険料を現年度納付

していたとは推認し難い。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 3320 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57年４月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年４月から 61年３月まで 

    昭和 57 年４月に国民年金被保険者資格を喪失したこととされているが、

当時夫が仕事を変えたことも、生活状況にも何の変化も無かった。いろいろ

考えても、国民年金を途中でやめた覚えは無く、継続して保険料を納付して

いたので、申立期間について、国民年金保険料の納付があったことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時、生活状況の変化など国民年金被保険者資格を喪失

する理由は無く、資格喪失手続を行った記憶も無いとしているところ、申立人

が所持している年金手帳には、昭和 57 年４月に任意加入被保険者の資格を喪

失したとする記載があるほか、国民年金被保険者台帳及びＡ市の国民年金全件

リストにおいても同年４月に国民年金被保険者資格を喪失していることが確

認できる。 

また、オンライン記録によると、申立人は、上記国民年金被保険者資格を喪

失後、国民年金の制度改正があった昭和 61 年４月に再度国民年金被保険者資

格（第３号被保険者）を取得しており、これは申立人が所持している年金手帳

の記載内容及びＡ市の国民年金全件リストにおいても確認できることから、申

立期間については国民年金に未加入であり、保険料を納付することはできなか

ったと考えられる。 

さらに、申立人は、申立期間当時、金融機関で毎月保険料を納付していたと

しているが、保険料額の記憶は無いとしている上、申立人が居住しているＡ市

では、当時３か月ごとに保険料を徴収していたとしていることから、申立人の

保険料納付に係る記憶は曖昧である。 



加えて、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見

当たらない上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3321 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45年５月から 52年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年５月から 52年３月まで 

    私が学生だった昭和 45 年５月頃に、母親がＡ市役所で国民年金の加入手

続を行ってくれた。国民年金保険料についても、同市役所又は金融機関、そ

のほかには郵便局で納付してくれた。また、母親は定かではないが妹の学費

と一緒に納付していたと言っていた。納付を証明するものは無いが、申立期

間の保険料を納付したことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続及び申立期間の国民年金保険料の納付に直接関

与しておらず、これらを行ったとする母親は、加入手続後に交付される国民年

金手帳の受領についての記憶は無く、申立期間の保険料は納付書が送付された

都度、市役所又は金融機関で自身の分と一緒に納付したとしているが、納付時

期、納付周期、納付金額等について明確に覚えていないことから、申立期間に

係る加入手続及び保険料納付状況の詳細は不明である。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の

国民年金手帳記号番号は、昭和 53 年２月１日にＡ市に母親と連番で払い出さ

れ、その母親は同年３月 13 日に任意加入被保険者として資格取得しており、

これ以前に申立人に対して国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当

たらないことから、同年３月頃に初めて申立人の国民年金加入手続が行われ、

その手続の際に資格取得日を遡って20歳到達時の45年＊月＊日とする事務処

理が行われたものとみられる。この加入手続時期を基準とすると、申立期間の

うち、同年５月から 50年 12月までは時効により保険料を納付することはでき

ない。 

さらに、母親によると、申立期間の保険料は納付書が送付された都度、市役



所又は金融機関で自身の分と一緒に納付したとしているものの、保険料を遡っ

て納付したことについては分からないとしていることから、過年度納付するこ

とが可能な申立期間のうち、昭和 51年１月から 52年３月までの保険料を納付

したとまでは推認することはできない。 

加えて、公簿によると申立人は昭和 56年 10 月 16日にＡ市からＢ市に転居

しており、転居後の同市の国民年金被保険者名簿においても申立期間は未納と

されている。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3322 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成４年４月及び同年５月の国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年４月及び同年５月 

    私は、勤務先を退職（平成４年３月末）後、国民年金の加入手続をしてい

なかったので時期ははっきり覚えていないが、Ａ町役場Ｂ支所で国民年金の

加入手続を行い、そこで、遡って２年分の国民年金保険料を納付できること

を知りまとめて納付した。役場の職員に｢２年間は遡れますので未納は無く

良かったですね。今までの年金全て納められています。｣と言われたことを

覚えているので、申立期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、退職（平成４年３月末）後、時期ははっきり覚えていないが、Ａ

町役場Ｂ支所で国民年金の加入手続を行い、遡って２年分の保険料を納付でき

ると言われ、まとめて納付したとしているところ、申立人は、加入手続時期、

申立期間の保険料の納付時期及び納付金額について覚えていないとしている

ことから、申立人の申立期間に係る加入手続及び保険料納付状況の記憶は曖昧

である。 

また、申立人に発行された申立期間直後の領収済通知書（以下「通知書」と

いう。）２枚がＣ年金事務所に保管されており、その通知書を見ると、｢納付目

的 未納｣として平成４年６月から５年３月までの期間の通知書と同年４月か

ら６年３月までの期間の通知書で、｢納付書発行年月日 ６年７月 15 日｣とし

て金額等を含め手書きで作成され、領収日付印はいずれもＤ郵便局の６年７月

18 日とされていることから、納付書発行時点で納付することが可能な期間の

納付書が作成され、過年度納付されたものとみられる。このうち、５年４月か

ら６年３月までの期間の通知書には、申立人の国民年金手帳記号番号を示して

中央部に｢新規｣と記入されており、申立人はこの納付書が発行された頃に国民



年金の加入手続を行ったものとみられ、それ以前に申立人に対して納付書が発

行されたとは考え難いことから、申立人は、加入手続時点で納付することが可

能な保険料を納付したものの、申立期間の保険料は時効により納付書は発行さ

れず、保険料を納付できなかったものと考えられる。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知厚生年金 事案6944 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和45年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和62年５月29日から平成２年９月頃まで 

私は、申立期間について、Ａ社又は同社の関連会社であるＢ社に正社員

として在籍しており、給与から厚生年金保険料を控除されていたので厚生

年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録によると、申立人は、Ｂ社を昭和62年５月28日に離職して

おり、当該離職日の翌日は、オンライン記録の被保険者資格喪失日と一致し

ていることが確認できる。 

また、Ｂ社が保管している申立人の健康保険厚生年金保険被保険者資格喪

失確認通知書により、同社が昭和62年５月29日を申立人の資格喪失日として

社会保険事務所（当時）に届け出たことが確認できる上、同通知書には、申

立人が健康保険被保険者証を返納したことを示す「証返還済」の記載が確認

できる。 

さらに、Ｂ社の親会社であるＡ社は、「賃金台帳などの厚生年金保険料の控

除に関する資料は保管していないものの、厚生年金保険の資格喪失及び保険

料控除については、正しく処理をしたと思う。」と回答している。 

加えて、申立人が記憶している同僚を含め、申立期間にＡ社及びＢ社の厚

生年金保険被保険者であった複数の同僚に聴取しても、申立人の申立期間に

係る勤務実態をうかがわせる証言は得られなかった。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6945 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和38年６月30日から同年７月１日まで 

私は、Ａ社Ｂ支店に昭和38年６月30日まで勤務したが、年金記録では資

格喪失日が同年６月30日になっているので、申立期間について厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された在籍証明書には、申立人について「昭和37年４月１日

入社、38年６月29日退職」と記載されており、当該退職日の翌日は、オンラ

イン記録の被保険者資格喪失日と一致していることが確認できる。 

また、Ａ社は、給与を毎月末締め、当月10日支払、厚生年金保険料は翌月

控除と回答しているところ、申立人から提出された給料支給票によれば、入

社した昭和37年４月支給の給与から厚生年金保険料は控除されておらず、退

職月の38年６月支給の給与から標準報酬月額に見合う厚生年金保険料（同年

５月分）が控除されており、上述の同社の回答内容と符合していることが確

認できる。 

さらに、Ａ社は、当時の賃金台帳等の資料は保存期限経過のため廃棄して

おり、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認できる資料は無

いと回答している。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6946 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年４月頃から７年４月まで 

私は、昭和61年５月から平成７年４月までの期間は、運転手としてＡ社

に勤務していたが、ねんきん定期便によると、申立期間に係る標準報酬月

額（20万円から26万円）が実際に支払われていた請負報酬額に比べ低いこ

とが分かった。 

申立期間中はＡ社専属の請負として勤務しており、当該期間に係る請負

報酬の総支給額の平均額が60万円から70万円であったこと、及び社会保険

料の控除額が５万円から６万円であったことを記憶しているので、当該期

間に係る標準報酬月額を適正な額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

現在のＡ社の事業主、事務担当者及び当該担当者の前任者（同社の役員）

は、いずれも「当時、請負人として当社に勤務している者は、厚生年金保険

料を含む社会保険料の全額（事業主負担分と被保険者負担分の合計額）を、

本人に負担してもらっていた。」と回答している。 

また、申立人の申立期間に係る標準報酬月額に基づく社会保険料の全額は、

申立人の記憶する保険料額とおおむね一致している。 

さらに、申立人は、Ａ社の正社員から請負に勤務形態が変わった時点にお

いて、本来、国民年金の被保険者資格を取得すべきであったところ、同社は、

申立人に係る厚生年金保険の被保険者資格を喪失させず、当該被保険者資格

を継続させているとともに、上述した同社の役員も、「請負人に対しては、社

会保険の加入及び社会保険料の控除額について説明した。申立人も、このこ

とについて理解しているはずだ。」と回答しており、申立人は、被保険者資格

を継続させることに伴い厚生年金保険料の事業主負担分についても自らの給

与から控除されることについて同意していたことがうかがえる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6947 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和32年４月から34年３月まで 

私は、申立期間において、Ａ県Ｂ市の精肉店で勤務しており、厚生年金

保険料も給与から控除されていた記憶がある。 

当該事業所における厚生年金保険の記録があるはずなので、申立期間に

ついて、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自らが勤務していた事業所の名称を記憶していないことから、

申立人が記憶しているおおよその所在地及び業態を基に、Ａ県Ｂ市を管轄し

ている年金事務所の厚生年金保険の事業所名簿検索結果及び同県Ｃ駅付近の

昭和33年当時の住宅地図において確認できる事業所を申立人に提示したが、

当該事業所の中に申立人が思い当たる事業所は無かったことから、申立人が

勤務していた事業所を特定することができない。 

また、当該厚生年金保険の事業所名簿検索結果で確認できる事業所は、い

ずれも申立期間において厚生年金保険の適用事業所であった記録が確認でき

ない。 

さらに、申立人は、自らが勤務していた事業所の事業主及び同僚の名前を

記憶しておらず、申立人の勤務実態及び当該事業所における厚生年金保険の

取扱いについて確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6948 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和46年８月10日から49年５月５日まで 

② 昭和60年４月１日から61年５月21日まで 

③ 昭和61年５月21日から平成10年７月２日まで 

申立期間に勤務していたＡ社、Ｂ社及びＣ社について、厚生年金保険の

標準報酬月額が実際にもらっていた給与の額と異なるので、記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②について、Ａ社及びＢ社は、同じ事業所が名称変更した

ものであるところ、当時の事業主は、「当時の賃金台帳等の資料は保存してい

ない。」と証言しており、申立人の当該期間における給与支給額及び厚生年金

保険料について確認できない。 

また、当時のＡ社の同僚で連絡が取れた者の中には、当時の給与明細書等

を所持している者はいない上、当時のＢ社の同僚で連絡の取れた者のうち、

一人が当時の源泉徴収票を所持しているものの、当該源泉徴収票で確認でき

る厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、当該同僚のオンライン記

録の標準報酬月額とおおむね一致していることが確認できる。 

さらに、オンライン記録において、Ａ社及びＢ社での整理番号が申立人の

前後にある同僚と比べても、申立人の標準報酬月額に限った不自然な事情は

見当たらない。 

加えて、申立人は、申立期間①及び②当時の厚生年金保険料の控除につい

て記憶が無いと証言している。 

申立期間③のうち、昭和62年１月から平成９年12月までの期間、10年２月、

同年３月及び同年７月については、申立人から提出された支給明細書、源泉



徴収票及び市民税徴収税額通知書により、申立人の当該期間に係る給与支給

額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額を超えているこ

とが確認できる。 

しかしながら、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関す

る法律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これ

らの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、上記

の支給明細書等によると、申立人の当該期間に係る厚生年金保険控除額に見

合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額を超えないことが認め

られる。 

申立期間③のうち、昭和61年５月から同年12月までの期間、平成10年１月

及び同年４月から同年６月までの期間については、当時の事業主の父（Ｃ社

の前身であるＢ社の事業主）は、「会社は既に事業を行っておらず、当時の賃

金台帳等の資料は保存していない。」と証言していることから、申立人の当該

期間における給与支給額及び厚生年金保険料について確認できない。 

また、当時のＣ社の同僚で連絡が取れた者のうち、一人が当時の源泉徴収

票を所持しているものの、当該源泉徴収票で確認できる厚生年金保険料控除

額に見合う標準報酬月額は、当該同僚のオンライン記録の標準報酬月額を超

えないことが確認できる。 

このほか、申立期間①、②及び③について、申立人が主張する標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間①、②及び③について、その主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。 



愛知厚生年金 事案6949 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和62年２月１日から平成３年５月20日まで 

申立期間にＡ社に勤務していたが、厚生年金保険の記録が無いので、厚

生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の証言から判断して、期間は定かでないものの、申立人がＡ社

に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ａ社は、「申立期間当時の関係資料を処分しており、申立人

の当社における勤務実態は分からない。」と回答している。 

また、申立期間当時の役員は、「従業員に対して社会保険への加入指導を行

ったが、どうしても加入したくないとする従業員については加入させていな

い。」と証言している。 

さらに、現在の事業主も、「厚生年金保険料及び健康保険料の負担は大きい

ので、当時は国民年金及び国民健康保険に加入したいと希望する者は加入さ

せていなかった。」と証言している。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6950 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和35年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和63年２月から平成元年12月11日まで 

私は、昭和63年２月から平成元年12月10日までの期間にＡ社で勤務して

いた。入社当時、同社は、社会保険に加入していなかったが、途中から他

の社員の方と一緒に加入したと記憶しており、私が保管している源泉徴収

票にも社会保険料等の金額欄に金額の記載がある。 

しかし、私の年金記録を確認したところＡ社における厚生年金保険の被

保険者記録が無い。調査をして、申立期間について厚生年金保険の被保険

者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録により、申立人は、申立期間のうち、昭和63年３月22日か

ら平成元年12月10日までの期間においてＡ社に勤務していたことが認められ

る。 

しかしながら、Ａ社は、平成元年７月12日に厚生年金保険の適用事業所と

なっており、申立期間のうち、昭和63年２月から平成元年７月12日までの期

間において同社が厚生年金保険の適用事業所であった記録が確認できない。 

また、申立人から提出された平成元年分給与所得の源泉徴収票の社会保険

料等の金額欄に記載されている額は、同年の給与・賞与の支払金額にほぼ見

合う雇用保険料の合計額であると考えられる。 

さらに、Ａ社は、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の得喪に係る資

料の保管は無いものの、申立人について同資格の取得及び喪失の手続を行っ

ていないと回答している。 

加えて、オンライン記録によると、申立人は、申立期間を含む昭和61年４

月１日から平成３年４月９日までの期間において国民年金の加入記録が確認



できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6951 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年１月21日から４年５月21日まで 

私は、Ａ社に昭和61年３月21日に入社し、現在に至るまで継続して同社

に勤務しているにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が

確認できない。申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された労働者名簿及び雇用保険の記録により、申立人が申立

期間において同社に継続して勤務していたことが認められる。 

しかしながら、申立期間のうち、平成４年１月から同年４月までの期間に

ついては、Ａ社から提出された申立人に係る平成５年度町民税・県民税個人

別特別徴収税額明細表により、４年分の社会保険料控除額は、同年５月から

同年11月までの期間に係る厚生年金保険料、健康保険料及び雇用保険料の合

計額とおおむね一致していることから、申立人は、当該期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていなかったことが推認できる。 

また、申立期間のうち、平成３年１月から同年12月までの期間については、

Ａ社は、「当時の諸届、賃金台帳等の書類は破棄したものの、申立人について

は、平成５年度町民税・県民税個人別特別徴収税額明細表によると、平成４

年１月以降の被保険者記録が無い期間において厚生年金保険料を控除してい

ないことから、被保険者記録が無い期間は、３年12月以前も厚生年金保険料

を控除していないと思われる。」と回答している。 

なお、オンライン記録によると、Ａ社では、申立人と同じ平成３年１月21

日に被保険者資格を喪失し、被保険者期間に中抜けが見られる同僚が確認で

きる。 



このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6952 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和36年４月頃から40年７月１日まで 

私は、昭和36年４月頃、Ａ社が経営するＢ事業所に接客係として入社し、

継続して勤務していたにもかかわらず、申立期間に係る厚生年金保険の被

保険者記録が確認できない。申立期間について、厚生年金保険の被保険者

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、昭和50年２月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってい

る上、申立期間当時の事業主は既に他界しており、申立人の申立期間に係る

勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認できない。 

また、申立人は、「昭和36年４月頃、同僚一人と一緒にＢ事業所に入社し

た。」と主張しているところ、オンライン記録によると、当該同僚のＡ社にお

ける厚生年金保険の被保険者資格取得日は、申立人と同じ日（昭和40年７月

１日）とされていることが確認できる。 

さらに、申立人は、「Ｂ事業所に入社した頃、送迎運転手のＣ氏がいた。ま

た、同事業所に入社した頃、弟はＤ社に勤めていてＥ市のアパートに住んで

いた。」と主張しているところ、当該Ｃ氏（被保険者資格を昭和39年９月１日

取得、41年１月14日喪失）は、「おぼろげながら申立人のことは記憶にあるが、

私よりも後から入社してきたと思う。」と証言しており、申立人の弟も、「Ｄ

社に勤務していた当時、寮からＥ市のアパートに転居したのは、40年頃だっ

たと思う。」と証言している。 

加えて、当時の同僚（１度目の被保険者資格は昭和35年12月15日取得、39

年12月４日喪失、２度目の被保険者資格は42年１月24日取得、43年５月６日

喪失）は、「申立人のことは、Ｆ県から出てきた人として記憶があるが、申立



人と一緒に勤務した時期は、私が２度目に入社した頃だった。」と証言してい

る。 

このほか、申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6953 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成10年８月から19年８月まで  

申立期間について、Ａ社勤務時の標準報酬月額の記録が、当時支給され

ていた給与に比べて著しく低い。記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成11年10月、同年12月、13年９月、14年７月、15年９

月、16年８月、17年４月、同年12月及び19年３月については、申立人から提

出された給与支給明細書により、申立人が当該期間において、その主張する

標準報酬月額に見合う給与を支給されていたことが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、

上記の給与支給明細書において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月

額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

また、申立期間のうち、平成10年８月から11年９月までの期間、同年11月、

12年１月から13年８月までの期間、同年10月から14年６月までの期間、同年

８月から15年８月までの期間、同年10月から16年７月までの期間、同年９月

から17年３月までの期間、同年５月から同年11月までの期間、18年１月から

19年２月までの期間及び同年４月から同年８月までの期間については、申立

人は、当該期間に係る給与支給明細書等を所持していないものの、複数の同

僚から提出された給与支給明細書等によると、いずれの同僚も、当該期間の

保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一



致していることが確認できる。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6954 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和47年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成10年８月から19年８月まで  

申立期間について、Ａ社勤務時の標準報酬月額の記録が、当時支給され

ていた給与に比べて著しく低い。記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成15年12月から19年８月までの期間については、平成

16年度から19年度までの賃金台帳により、申立人は、当該期間において、そ

の主張する標準報酬月額に見合う給与を支給されていたことが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、

上記の賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額は、

オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

また、申立期間のうち、平成10年８月から15年11月までの期間については、

申立人は、当該期間に係る給与支給明細書等を所持していないものの、複数

の同僚から提出された給与支給明細書によると、いずれの同僚も、当該期間

の保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と

一致していることが確認できる。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6955 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和34年頃から43年６月１日まで 

申立期間にＡ県にあったＢ社Ｃ鉱山詰所に社員として勤務し、運搬作業

に従事しており、厚生年金保険料を給与から控除されていた。申立期間に

ついて、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された機関車運転資格証明書、発破作業資格証明書及び指

定鉱山労働者証明書にＢ社の社名が記載されていることなどから、申立人が

同社の関連する作業現場において運搬作業等に従事していたことはうかがわ

れる。 

しかし、申立人が同僚として名前を挙げた者は、いずれも死亡しており、

申立期間にＢ社Ｃ鉱山詰所に勤務していた複数の者に聴取しても、申立人を

記憶している者はいない上、そのうちの一人は、「当時のＣ鉱山詰所には、社

員と下請の作業員がいた。社員なら覚えているが、申立人のことは知らない。

下請の作業員が厚生年金保険に加入していたかどうかは分からない。」と証言

している。 

また、Ｂ社は、「当社の社員としての記録が無いことから、申立人は、当社

の下請業者に雇用されていた人ではないかと思われる。ほかに申立人の在籍

を確認できる書類は無い。」と回答している上、当時の事務担当者は死亡して

いることから、申立人の同社における勤務実態等について確認できない。 

さらに、オンライン記録によると、申立人は、申立期間のうち、昭和36年

４月から43年５月までの期間において国民年金に加入し、国民年金保険料を

納付していることが確認できる。 

加えて、Ｂ社Ｃ鉱山詰所に勤務していた従業員については、昭和38年まで



は同社Ｄ支店、39年からは同社Ｅ支店において厚生年金保険被保険者記録が

確認できるところ、同社Ｄ支店の健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び同

社Ｅ支店の健康保険厚生年金保険被保険者原票の申立期間に申立人の名前は

無く、整理番号に欠番も見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6956 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和32年４月１日から39年６月21日まで 

             ② 昭和40年１月16日から同年４月11日まで 

平成20年頃、社会保険事務所（当時）で年金記録を確認した時、初めて

Ａ社Ｂ支店の期間及びＣ社の期間が脱退手当金の支給済期間であることを

知った。 

私は、Ａ社を退職した時、同社から一時金や年金に関する説明を受けて

おらず、また、脱退手当金を受け取った記憶も無いため、申立期間につい

て、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る最終事業所の厚生年金保険被保険者原票には、脱

退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間

の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間②に係る厚生年金

保険被保険者資格の喪失日（昭和40年４月11日）から約３か月半後の同年７

月29日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6957 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和32年６月11日から36年４月１日まで 

② 昭和36年７月１日から38年２月10日まで 

私は、脱退手当金を受給した記憶は無いので、申立期間について厚生年

金保険の被保険者として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②の脱退手当金は、申立人が勤務したＡ社及びＢ社の被保

険者期間がその計算の基礎とされている上、支給額に計算上の誤りは無く、

申立期間②に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月後の昭和38

年４月12日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかが

えない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6958 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和35年10月10日から41年９月11日まで 

             ② 昭和41年９月19日から42年６月１日まで 

私は、平成23年６月に年金事務所に記録を確認に行ったところ、昭和44

年７月に脱退手当金を受給したことになっていることを知った。脱退手当

金を受け取った記憶は無いので、申立期間について、厚生年金保険の被保

険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金の請求書類として提出された脱退手当金裁定請求書

には、申立人の署名、押印、当時の住所、申立期間に勤務した事業所名及び

勤務期間が記載されているとともに、「受付44.5.2」「当地払44.7.25」と押印

が確認できる上、脱退手当金領収書には、昭和44年７月25日に脱退手当金を

領収した旨の申立人の署名及び押印が確認できる。 

また、申立期間に係る最終事業所の厚生年金保険被保険者原票には、脱退

手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されている上、申立期間に係る脱

退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、一連の事務処理に不自然さはう

かがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



愛知厚生年金 事案6968 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和28年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和52年７月１日から53年１月４日まで 

             ② 昭和53年１月21日から同年３月１日まで             

Ａ社に、昭和52年７月１日から53年２月末まで勤務していたのに、厚生

年金保険の記録は同年１月４日から同年１月21日までとなっている。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社の同僚の証言から判断して、入社時期は特定で

きないものの、申立人が当該期間当時、同社に勤務していたことはうかがえ

る。 

しかし、適用事業所台帳及びオンライン記録によると、Ａ社は、昭和53年

１月４日に厚生年金保険の適用事業所となっており、当該期間において適用

事業所であった記録が確認できない。 

また、申立人と同様にＡ社が厚生年金保険の適用事業所となった日に厚生

年金保険被保険者資格を取得している同僚は、「私は、昭和51年にＡ社に入社

したが、入社当時は、会社が厚生年金保険に入っていなかったので、給与か

ら保険料は控除されていなかった。社員から社長に頼んで、53年１月から厚

生年金保険に入ったと思う。」と証言している。 

申立期間②について、Ａ社は、昭和59年12月＊日に解散しており、当時の

事業主とも連絡が取れないため、当該期間における申立人の勤務実態及び厚

生年金保険の取扱いについて確認できない。 

また、上記の申立人と同じ日に厚生年金保険被保険者資格を取得している

同僚は、「申立人のことは知っているが、何月何日に退社したかまでは覚えて

いない。」と証言している上、申立人と同職種（一般事務）の同僚（厚生年金



保険被保険者資格を昭和53年１月11日に取得、同年５月21日喪失。）を含む複

数の同僚は、申立人がＡ社に勤務していたことを覚えていない旨証言してい

ることから、申立人の退職時期について確認できない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6969 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和33年７月30日から35年４月30日まで 

年金記録を確認したところ、Ａ県Ｂ市にあったＣ事業所に勤務していた

期間の年金記録が無いことが分かった。厚生年金保険料を払っていたと思

うので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ県Ｂ市にＣ事業所があり、そこで洋裁の仕事をしていた。同

事業所の近くには、Ｄ銀行とＥ百貨店があったと思う。」と述べており、その

内容が申立期間当時の住宅地図で確認できることから、期間は特定できない

ものの、申立人がＣ事業所に勤務していたことがうかがわれる。 

しかし、オンライン記録によると、Ｃ事業所は、厚生年金保険の適用事業

所であった記録が確認できず、所在地を管轄する法務局にも、同事業所が法

人登記された記録は無い。 

また、申立人は、Ｃ事業所の事業主及び同僚の名前を挙げているが、事業

主については、姓のみの記憶であることから同人を特定できず、同僚につい

ては、同姓同名の者が多数であることから同人を特定できない。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6970（事案4939の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和46年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和63年３月16日から平成２年３月１日まで 

前回の申立てについて、勤務の証明は得られたようだが、厚生年金保険

の記録が訂正されないことについて納得できない。 

今回、新たに提出する資料等は無いが、再度審議し、年金記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由   

申立期間に係る申立てについては、雇用保険の記録により、申立人が申立

期間においてＡ社に勤務していたことは認められるものの、ⅰ）同社は、当

時の資料等が残っていないため、申立人の厚生年金保険の取扱いについては

不明であると回答していること、ⅱ）当時の同社の事業主は、「申立期間当時、

15人ぐらいの従業員がいたが、厚生年金保険に加入するかどうかは、あくま

で、個人の選択に任せていた。このため、厚生年金保険に加入していない者

も何人かいた。」と証言しているところ、オンライン記録によると、申立期間

において同社の厚生年金保険被保険者記録が認められる者（事業主を含む。）

は、最も多い時期でも８人であることが確認できること、ⅲ）同社は、昭和

63年５月６日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間のうち、

同年３月16日から同年５月６日までの期間については適用事業所であった記

録が確認できないこと、ⅳ）申立期間において同社の厚生年金保険被保険者

記録が認められる複数の同僚は、当時の厚生年金保険の取扱いについては分

からない旨証言していることなどから、既に当委員会の決定に基づき、平成

22年12月22日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、「新たな資料や証拠は無いが、前回の審議結果に納

得できない。」と主張し、再度申立てを行っている。 



しかし、申立人から新たに提示された資料等は無く、上記の主張のみでは、

委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められない。 

そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6971 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和41年６月１日から42年５月１日まで 

申立期間について、Ａ社で勤務していたので、厚生年金保険の被保険者

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の在籍期間に係るＡ社の回答により、申立人は、申立期間の一部を

含む昭和42年１月25日から同年７月31日までの期間において同社に勤務して

いたことが認められる。 

しかし、Ａ社は、「当社が保管している人事に関する記録によると、申立人

は、昭和42年１月25日に『特別外務試補』として採用され、同年５月１日に

『営業職員』（正社員）に登用されている。当時、Ａ社では、職員に登用され

るまでは、厚生年金保険を適用しておらず、給与から厚生年金保険料は控除

していなかった。また、当社が保管している厚生年金保険に関する記録によ

ると、申立人の被保険者資格取得日は、同年５月１日とされており、これは

申立人が職員に登用された日と一致している。」と回答している。 

また、Ａ社の同僚も、「採用後、一定期間は職員に登用されず、登用される

までの期間については、厚生年金保険は適用されなかった。」と証言している

ことから、申立期間当時の同社では、入社後直ちに厚生年金保険の被保険者

資格を取得させていなかった状況がうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6972 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年11月から７年１月まで 

年金記録を確認したところ、標準報酬月額が引き下げられている期間が

あることに気付いた。当時は、社会保険関係の事務を会計事務所に任せて

いたので、なぜ、標準報酬月額が引き下げられているのか分からない。 

申立期間について、適正な標準報酬月額に訂正してほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間の標準報酬月額は、当初、50

万円と記録されていたものの、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所ではなくな

った日（平成７年２月28日）より後の同年３月３日付けで、６年11月まで遡

って９万8,000円に引き下げられていることが確認できる。 

しかしながら、商業登記簿謄本によると、申立人は、申立期間においてＡ

社の代表取締役（事業主）であったことが確認できる。 

また、Ａ社において被保険者記録が確認できる従業員は、具体的な事務は

会計事務所に任せていたようだったが、申立人が営業、設計業務、社会保険

事務等の全ての業務について決定権を持っていた旨証言していることから、

上記の遡及処理について申立人の関与がうかがえるところ、社会保険事務所

（当時）が、事業主であった申立人の同意を得ずに、無断で当該処理を行っ

たとは考え難い。 

なお、上記の会計事務所は、「申立期間当時、Ａ社の顧問をしていたこと

は間違いないが、申立期間に係る資料は保存していないので、当時の事務処

理については分からない。」と回答している。 



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、Ａ社の業務を執行する責任を負っている代表取締役として、自ら

の標準報酬月額に係る記録処理の無効を主張することは、信義則上許されず、

申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めるこ

とはできない。 



愛知厚生年金 事案6973 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和23年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成８年11月から９年９月まで 

② 平成11年11月から14年７月まで 

ねんきん定期便によると、実際の給与額より低い額が標準報酬月額とな

っているので、申立期間について、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、申立期間①及び②に

おいて直前月より減額されていることが確認できる。また、Ａ社の複数の同

僚の標準報酬月額についても、申立人と同様に、当該期間において引き下げ

られていることが確認できる。 

しかし、申立期間①当時の同僚は、「取引会社が倒産した影響で、Ａ社の経

営も苦しくなり、給与が引き下げられたことがあった。しかし、詳細につい

て聞かされていないので、それが申立期間①当時のことだったかどうか分か

らない。」と証言している上、他の複数の同僚に照会しても、いずれも当時の

ことは覚えていないと回答しており、当該期間当時の給料明細を保管してい

る者もいない。 

また、申立期間②当時の同僚から提出された給料明細（平成12年２月から

同年11月までの期間、13年１月及び14年１月から同年９月までの期間の計20

か月分）によると、当該同僚の厚生年金保険料控除額は、当該給料明細を所

持する期間においてオンライン記録の標準報酬月額に基づく保険料額を超え

ていないことが確認できる。 

さらに、申立期間①及び②のうち、平成14年５月20日以前の期間における

事業主は、既に死亡しており、申立期間②のうち、同年５月21日以降の期間

における事業主は、「当時の資料は既に廃棄し、保管していないので何も分か



らない。」と回答しており、申立人の当時の給与額及び保険料控除額について

確認できない。 

加えて、オンライン記録によると、申立人の申立期間①及び②の標準報酬

月額に遡及して訂正された形跡は無い。 

このほか、申立期間①及び②について、申立人が主張する標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間①及び②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。



愛知厚生年金 事案6974 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年10月から６年９月まで 

申立期間については、源泉徴収簿に記載されたとおりの役員報酬と保険

料控除があったが、申立期間の標準報酬月額が９万8,000円と記録されてい

るので、適正な記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成５年10月から６年４月までの期間については、申立

人から提出された源泉徴収簿及びＡ社から提出された総勘定元帳によると、

当該期間の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料と、申立期間より前の厚生

年金保険料が控除されていない期間（５年１月及び同年２月は44万円、同年

３月から同年９月までの期間は36万円）の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を合わせて給与から控除されており、オンライン記録の標準報酬月額と

一致していることが確認できる。 

また、申立期間のうち、平成６年５月から同年９月までの期間については、

上記の源泉徴収簿により、申立人は、当該期間においてオンライン記録どお

りの標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を給与から控除されていることが

確認できる。 

さらに、上記の総勘定元帳により、申立人の申立期間のうち、平成５年10

月から６年５月までの期間に係る役員報酬額は、10万円であったことが確認

できるとともに、申立人は、当該期間においてオンライン記録どおりの標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を当該報酬から控除されていることが確認

できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6975 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和38年頃から39年頃まで 

私は、申立期間当時、Ａ社に約１年半勤務したが、その時の厚生年金保

険の記録が無いので被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、「当時の人事及び社会保険に関する書類が残っていないため、不

明。」と回答している。 

また、申立期間当時の元事業主は、高齢のため、申立人の勤務実態等につ

いて聴取できない。 

さらに、申立期間当時、Ａ社の厚生年金保険被保険者であった複数の同僚

に照会しても、申立人の勤務実態等について証言が得られない上、申立人が

記憶している当時の同僚は、「昔のことでよく覚えが無い。」と証言している。 

加えて、申立期間について、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原

票に申立人の名前は無く、整理番号に欠番も見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6976 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和24年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和45年11月16日から46年７月21日まで 

私は前社を退社して、すぐにＡ社に勤務した。本社で商品管理の業務に

つき、その後、Ｂ支店に転勤したが、入社後数か月間について厚生年金保

険の被保険者記録が無い。申立期間について、厚生年金保険の被保険者と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の証言及び雇用保険の記録により、申立人は、申立期間のうち、

少なくとも昭和45年12月１日以降の期間においてＡ社に勤務していたことが

認められる。 

しかし、Ａ社において申立人と同日の昭和46年７月21日に厚生年金保険被

保険者資格を取得している同僚９人のうち、雇用保険の記録が確認できた７

人は、いずれも雇用保険の資格取得日からしばらく期間を経て厚生年金保険

被保険者資格を取得していることが確認できる。 

また、申立人と同日に厚生年金保険被保険者資格を取得している複数の同

僚が、入社後しばらくたってから厚生年金保険に加入したと証言しているこ

とから、Ａ社では申立期間当時、必ずしも入社と同時に厚生年金保険の被保

険者資格を取得させていなかったことがうかがえる。 

さらに、Ａ社は既に解散し、平成８年５月１日に適用事業所ではなくなっ

ており、当時の事業主も死亡しているため、申立人の申立期間に係る厚生年

金保険料の控除について確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6977 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成14年４月から同年９月まで 

② 平成15年３月から同年８月まで 

③ 平成16年10月から17年５月まで             

④ 平成17年６月から18年５月まで 

ねんきん定期便に記載されている標準報酬月額と、私が保管している給

与明細書の総支給額に基づく標準報酬月額が異なっているので、申立期間

の標準報酬月額について、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①、②、③及び④のうち、平成17年６月から同年11月までの期間、

18年１月及び同年２月については、申立人から提出された給与明細書による

と、申立人の給与の総支給額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標

準報酬月額よりも高い額になることが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、

申立人から提出された給与明細書に記載された保険料控除額に見合う標準報

酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

申立期間④のうち、平成17年12月及び18年３月から同年５月までの期間に

ついては、当該期間における申立人の給与の総支給額及び厚生年金保険料控

除額を確認できる資料は無いものの、Ａ社から提出された申立人の定年再雇

用に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届により、同社から社会保



険事務所（当時）に届け出た申立人の標準報酬月額は、オンライン記録の標

準報酬月額と一致していることが確認できる上、同社は、「オンライン記録ど

おりの届出を行い、オンライン記録どおりの標準報酬月額に基づく保険料を

控除している。」と回答している。 

このほか、申立期間①、②、③及び④について、申立人の主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料が事業主により給与から控除されていたこと

を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間①、②、③及び④について、その主張する標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めること

はできない。 



愛知厚生年金 事案6978 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和47年１月から同年４月１日まで 

             ② 昭和48年２月21日から同年８月１日まで 

             ③ 昭和48年８月１日から49年７月１日まで 

私は前職を退職した後の昭和47年１月頃、知人の紹介によりＡ社Ｂ支店

に入社した。１年ほど経過した頃、同社Ｃ支店（後に、Ｄ社として独立。

現在は、Ｅ社Ｆ支店。）に異動し、49年６月まで継続して勤務していたにも

かかわらず、申立期間①、②及び③について、厚生年金保険の被保険者記

録が確認できない。当該期間について、厚生年金保険の被保険者として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②について、Ａ社から提出された「健康保険厚生年金保険

被保険者資格取得確認および標準報酬決定通知書」及び「健康保険厚生年金

保険被保険者資格喪失確認通知書」によると、同社から社会保険事務所（当

時）に対し、申立人の被保険者資格取得日は昭和47年４月１日、被保険者資

格喪失日は48年２月21日として届出されており、当該資格取得日及び喪失日

は、オンライン記録の被保険者資格取得日及び被保険者資格喪失日と一致し

ている。 

また、Ａ社は、「申立人の申立期間①及び②について、被保険者資格取得の

届出を行っていないので、厚生年金保険料を給与から控除していない。」と回

答している。 

さらに、Ａ社において申立期間①及び②の厚生年金保険被保険者記録があ

る複数の同僚は、申立人を記憶しているものの、その入社時期及び退社時期

については記憶しておらず、「Ａ社は、入社後３か月程度の試用期間を設けて



おり、試用期間の間は、厚生年金保険に加入していなかった。」と証言してい

る。 

申立期間③について、Ｅ社は、「当時の資料が残っていないため、申立人の

勤務実態及び厚生年金保険料の控除については不明である。」と回答している。 

また、Ｄ社において申立期間③の被保険者記録がある複数の同僚に照会し

たが、当該期間に申立人が勤務していたことを記憶している者はいない。 

さらに、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立期間③

において健康保険の整理番号に欠番はみられない。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③に係る勤務実態及び厚生年金保

険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、②及び③に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6979（事案777の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和45年６月18日から同年10月24日まで 

② 昭和46年１月20日から同年５月１日まで 

③ 昭和46年８月13日から同年11月21日まで 

私は、昭和46年２月10日から同年11月１日まではＡ社に勤めていた。同

社では健康保険証を持っていた記憶、各種保険料等を給与から控除されて

いた記憶があるので、当該期間について厚生年金保険被保険者期間と認め

てほしい旨の年金記録確認の申立てをしたところ、平成21年１月９日付け

で、当該期間については年金記録の訂正は必要でないとする通知文書をも

らった。 

しかし、その後、Ｂ社を退社して、１か月後にＣ社に入社したことを思

い出した。申立期間①、②及び③について、新たに申し立てるので厚生年

金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、オンライン記録によると、Ｃ社は、昭和45年９月１

日に厚生年金保険の適用事業所となっており、当該期間のうち同年６月18日

から同年９月１日までの期間については、適用事業所であった記録が確認で

きない。 

また、Ｃ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、当時

の事業主も既に死亡しており、申立期間当時、同社に勤務していた複数の同

僚に照会したが、申立人を記憶している者はいない。 

さらに、雇用保険の記録によると、申立人は、Ｃ社において昭和45年10月

23日から46年１月20日まで雇用された旨の記録が確認できるが、それ以前の

申立期間①については雇用保険の記録が確認できない。 



このほか、申立人の申立期間①における勤務実態及び厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

申立期間②及び③については、当初、昭和46年２月10日から同年11月１日

までの期間について申し立てられたが、ⅰ）雇用保険の記録によると、前後

に勤務した事業所について加入記録が確認できる一方、申立てに係るＡ社に

ついては加入記録が確認できないこと、ⅱ）同社は、「会社が保管している健

康保険の加入者リストに申立人の氏名は無いが、申立期間当時、営業職員は

一定の販売成績を上げるまでは見習期間として、社会保険には加入させてい

なかった可能性がある。」と回答していること、ⅲ）申立人が記憶している上

司及び同僚のうち、入社時期を記憶している者に聴取したところ、「自分が記

憶している入社時期と厚生年金保険の資格取得時期には、約３か月の開きが

ある。」と証言していること、ⅳ）ほかに申立人の当該期間における同社での

勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事

情は見当たらないことから、既に当委員会の決定に基づき、平成21年１月９

日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対して、申立人は、「Ａ社ではなく、Ｃ社で働いていたことを思い出

した。ただ、同社は、帰り時間が遅くなるのが嫌で、鯉のぼりが揚がってい

た季節に退社した。２度目に同社に入社したのは夏の暑い時期で、冬になっ

てから自動車学校に通い、運転免許証の交付を受けたことを覚えている。申

立期間について同社の年金記録を訂正してほしい。」と新たに主張し、再度申

立てがなされた。 

しかし、当該期間においてＣ社の厚生年金保険被保険者記録が確認できる

複数の同僚に照会しても、申立人の当該期間における同社での勤務実態につ

いて記憶している者はいない上、自分の同社での勤務期間と厚生年金保険の

記録が一致していないと言う者もいない。 

また、Ｃ社の元取締役は、「社会保険は従業員にとって大切なもので、けが

や病気にも対応できるように、入社したらすぐに申請していた。厚生年金保

険の期間が足りないことは無いと思う。」と証言している。 

さらに、雇用保険の記録によると、申立人は、Ｃ社において昭和45年10月

23日から46年１月20日までの期間及び同年11月21日から同年12月31日までの

期間に雇用された旨の記録は確認できるが、申立期間②及び③については雇

用保険の記録が確認できない。 

このほか、申立人の申立期間②及び③における勤務実態及び厚生年金保険

料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、②及び③に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6980 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和29年５月31日から30年10月１日まで 

私は、Ａ社（昭和41年９月＊日にＢ社に社名変更。）で28年10月15日から

34年５月末まで継続して勤務したが、申立期間の厚生年金保険の被保険者

記録が無い。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社において同僚であった申立人の夫は、申立人が申立期間も勤務してい

たと証言しているが、当該夫を除き、申立期間において同社の厚生年金保険

被保険者記録が確認できる複数の同僚は、いずれも死亡又は連絡先が明らか

でないため、申立人の申立期間における継続勤務について確認できない。 

また、Ｂ社の清算人である当時の事業主の息子は、「申立人の在籍期間等に

ついて確認できる資料は保管していない。」と回答している上、当時の事業主

は、既に死亡しているため、申立人の申立期間における勤務実態等について

確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6981 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和27年８月１日から28年３月１日まで 

② 昭和30年７月30日から32年４月１日まで 

私は、申立期間①はＡ社に勤務し、申立期間②はＡ社又はＢ事業所に勤

務しており、全期間継続して同じ場所で勤務し、厚生年金保険料を控除さ

れていた記憶がある。申立期間について、厚生年金保険の被保険者として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社における複数の同僚の証言から判断すると、当

該期間当時、申立人が同社に勤務していたことがうかがえる。 

しかし、オンライン記録により、当該期間当時、Ａ社において厚生年金保

険被保険者であった同僚の記録を確認したところ、６人について、申立人と

同様に被保険者期間の欠落（７か月から52か月）が見られ、当該６人のうち

２人は、同社に継続して勤務していたが、被保険者期間が欠落している理由

は分からない旨証言していることから、当該期間当時の同社は、理由は明ら

かでないが、一部の従業員について、当該期間当時、厚生年金保険の被保険

者資格を喪失させていたことがうかがえる。 

申立期間②について、オンライン記録によると、Ａ社及びＢ事業所は、当

該期間において厚生年金保険の適用事業所であったことが確認できない。 

また、オンライン記録によると、当該期間の前後でＡ社及びＢ事業所が適

用事業所であった期間において厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同

僚５人は、いずれも申立人と同様に申立期間②に係る被保険者記録が無い。 

さらに、Ａ社及びＢ事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っている上、当時の事業主も、既に死亡しているため、申立人の当該期間に



係る勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認できない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る勤務実態及び厚生年金保険料

の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6982 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和30年６月頃から33年６月２日まで 

私は、昭和30年６月頃から36年11月までＡ事業所に勤務していた。しか

し、厚生年金保険被保険者記録を確認したところ、申立期間の被保険者記

録が無いことが分かった。勤務を証明する表彰状があるので、申立期間に

ついて、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＢ組合理事長名による昭和36年５月１日付けの表彰

状により、申立人が31年２月頃からＡ事業所に勤務していたことがうかがえ

る。 

しかし、Ａ事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている

上、当時の事業主とも連絡が取れないため、申立人の申立期間に係る厚生年

金保険の取扱いについて確認できない。 

また、オンライン記録によると、申立人が先輩として名字のみを挙げる同

僚は、Ａ事業所に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できない。 

さらに、申立人は、「昭和32年及び33年当時、Ａ事業所において60人から70

人の従業員がいたと記憶している。」と主張しているが、Ａ事業所の健康保険

厚生年金保険被保険者名簿によると、当時、同事業所の厚生年金保険被保険

者であった者は、昭和32年は41人、33年は20人であることから、同事業所で

は、全ての従業員を対象として厚生年金保険の被保険者資格を取得させてい

なかった状況がうかがえる。 

加えて、Ａ事業所の申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

申立人の名前は無く、健康保険被保険者番号に欠番も無い。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6983 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年春頃から37年秋まで 

私は、申立期間についてＡ事業所に勤務していた。しかし、厚生年金保

険被保険者記録を確認したところ、申立期間の記録が無いことが分かった。

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶するＡ事業所の所在地、業務内容及び二人の同僚の名前が同

僚の証言内容と符合しているものの、当該同僚を含む複数の同僚に照会して

も、申立人の申立期間に係る勤務実態について証言を得られない。 

また、Ａ事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、

当時の事業主とも連絡が取れないため、申立人の申立期間に係る勤務実態及

び厚生年金保険の取扱いについて確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6984（事案438の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和37年11月頃から38年８月頃まで 

前回の申立てについて、平成20年10月20日付けで年金記録の訂正は必要

でないとする通知文をもらった。 

しかし、私は、申立期間にＡ社に勤務していたのは間違いなく、社会保

険に加入している会社を選んで就職していたので、前回の審議結果に納得

できない。再度審議の上、申立期間について、厚生年金保険の被保険者と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、複数の同僚の証言により、勤務した期

間は定かではないが、申立人がＡ社に勤務していたことは推認できるものの、

ⅰ）同社は、申立期間以後の昭和39年12月９日に厚生年金保険の適用事業所

となっており、申立期間において適用事業所であった記録が確認できないこ

と、ⅱ）申立人が自身と同日に入社したとする同僚も、申立期間において同

社に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できないことなどにより、申立

人が厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできないとして、既に当委員会の決定に基づき、

平成20年10月20日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われてい

る。 

これに対し、申立人は、「申立期間にＡ社に勤務していたのは間違いなく、

社会保険に加入している会社を選んで就職していたので、前回の審議の結果

に納得できない。」と主張し、再度申立てを行っている。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ社において被保険者記録が確認でき

る者は、全員、同社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和39年12月９日



以降に被保険者資格を取得していることが確認できるところ、このうち、所

在が判明した複数の同僚に聴取しても、申立期間当時の同社における厚生年

金保険の取扱いについて証言が得られない。 

このほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6985 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和44年３月３日から47年１月21日まで 

Ａ社に勤務していた期間について脱退手当金を受領した記憶は無いので、

申立期間について厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

当時の事務処理においては、脱退手当金を支給した場合、脱退手当金の請

求書類として提出された厚生年金保険被保険者証に脱退手当金を支給した旨

の「脱」表示をすることとされており、申立人が現在も所持している厚生年

金保険被保険者証には、当該表示が確認できる。 

また、申立期間の脱退手当金の請求書類として提出された脱退手当金裁定

請求書には、「支払済、47.2.10」の印が押されているなど、適正な事務処理

が行われており、請求書類には申立期間に係る事業所作成の退職所得の源泉

徴収票が添付されている。 

これらを踏まえると、申立人の意思に基づき脱退手当金が請求されたもの

と考えられる。 

さらに、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の

支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当

金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者

資格喪失日から20日後の昭和47年２月10日に支給決定されているなど、一連

の事務処理に不自然さはうかがえない。 

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6986 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和36年１月23日から同年６月20日まで 

② 昭和36年10月２日から42年２月７日まで 

厚生年金保険の加入期間を確認したところ、申立期間については脱退手

当金が支給されているため、厚生年金保険の支給対象とはならないことが

分かった。 

しかし、私は、脱退手当金を受給した記憶は無いので、申立期間につい

て、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る最終事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票

には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、

申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無い上、申立人の脱退手当

金裁定請求書には、申立人の当時の住所が記載されており、社会保険事務所

（当時）は、申立てに係る事業所の資格を喪失した約４か月後の昭和42年６

月15日に脱退手当金裁定請求書を受理し、同年８月11日に支給決定、同年８

月30日に隔地払により支払を行ったことが確認できるなど、一連の事務処理

に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6987 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和35年５月７日から37年３月１日まで 

             ② 昭和37年４月１日から同年７月13日まで 

             ③ 昭和37年８月31日から39年６月１日まで 

             ④ 昭和39年８月10日から41年11月１日まで 

私は、脱退手当金を受け取っているとされているが、脱退手当金の手続

をした記憶も無く、受給した記憶も無い。申立期間について、厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る最終事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票

には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されており、申立期間

の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、一連の事務処理に不自然さ

はうかがえない。 

このほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。  

 


